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※本計画での、表記について 

■法律名等を除き法令上の表記にかかわらず、常用漢字表（平成 22 年内閣府告示

第 2 号）による表記を用いていますが、法律上の用語と意味を異にするものではあ

りません。 

■児童福祉法に基づき 18 歳未満を「子ども」あるいは「児童」としていますが、

学校教育に関連する分野では、小学校就学前や小学生を「児童」、中学生を「生徒」

とする表記も併用しています。 
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第１章 計画策定の趣旨 

１ 計画策定の背景・目的 

近年の核家族化の進展、地域のつながりの希薄化、共働き家庭の増加、待機児童の増加、

貧困問題の顕在化や子どもの虐待相談対応件数の増加など、子育て家庭や子どもの育ちをめ

ぐる環境が大きく変化しています。こうした社会・経済状況の変化を背景に、「子どもの最善

の利益」が実現される社会を目指すとの考え方を基本に、平成 27（2015）年度からスター

トした子ども・子育て支援新制度においては、それまで個別に行われてきた幼少期の教育、

保育、子育て支援を総合的に推進することとされました。 

さらに、「質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域子ども子育て支援事業」の提供を主眼

に、教育・保育への新たな給付が創設されたほか、地域子育て支援拠点事業をはじめとする

13 の地域子ども・子育て支援事業が設定されました。 

これらを踏まえ、本市においては、子ども・子育て支援新制度に基づいた支援策の充実と

ともに、次世代育成支援対策推進法に基づきこれまで市が取り組んできた子育て支援施策の

いっそうの充実と、母子保健計画策定指針に基づく母子の健康の保持・増進、地域社会の中

で子どもが等しく健やかに成長していける環境づくりを推進することを目的に、平成 27 年

３月「越谷市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、様々な事業を推進してきました。 

また、日本では、子どもの相対的貧困率※1 が 1980 年代から上昇傾向にあり、貧困問題が

社会問題化する中、平成 26 年１月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行され

ました。この法律において、地方公共団体は、貧困の状態にある子どもが健やかに育成され

る環境を整え、教育の機会均等を図る責務があるとされました。同年８月には、「子供の貧困

対策に関する大綱」が閣議決定され、子どもの貧困対策を総合的に推進するための基本的な

方針等が示されました。「平成 28 年国民生活基礎調査」の結果から算出した子どもの貧困率

は 13.9％、実に７人に１人の子どもが相対的貧困の状況にあることを示しています。さらな

る取り組みの充実を図るべく、令和元年６月の「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の

一部改正により、市町村においても計画策定が努力義務となりました。 

第２期計画は、第１期計画の内容を基盤としつつ、様々な社会情勢やこれまで本市が取り

組んできた子育て支援施策や母子保健施策のより一層の充実を図ります。さらに、子どもの

貧困対策を推進することで、「子どもの最善の利益」※2 が実現される社会を目指して、市民・

地域・企業・市の協働により市全体で子育てを支え、地域社会の中で、子どもが夢と希望を

もち、等しく健やかに成長していける環境づくりを推進することを目的に策定するものです。 
 
 

※1 相対的貧困率とは、一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得しか得ていない者の割合をいう。なお、

貧困線とは、等価可処分所得（※）の中央値の半分の額をいう。 

（※）等価可処分所得とは、世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）

を世帯人員の平方根で割って調整した所得をいう。 

※2「子どもの最善の利益」とは、児童の権利に関する条約（通称「子どもの権利条約」）の第３章第１項に定

められており、保護者を含む大人の利益が優先されるのではなく、子どもの人権を尊重することや子ども主

体で判断することの重要性を表している。 
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２ 計画の性格と位置づけ 

（１）子ども・子育て支援法に基づく計画 

本計画は、「子ども・子育て支援法」（第 61 条）「市町村は、基本指針に即して、５年を１

期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基

づく業務の円滑な実施に関する計画を定めるものとする」に基づいて策定したものです。 

 

 

 

（２）次世代育成支援対策推進法に基づく計画 

本計画は、「次世代育成支援対策推進法」（第８条）に基づく、次世代育成支援行動計画と

しての位置づけもしています。 

 

 

 

（３）母子の健康の保持・増進を図るための母子保健計画 

本計画は、「母子保健計画について」（平成 26 年６月 17 日雇児発 0617 第１号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づく、母子保健計画としての位置づけもしています。 

 

 

 

（４）子どもの貧困対策計画 

本計画は、令和元年６月一部改正「子どもの貧困対策の推進に関する法律」（第９条の２）

に基づく、市町村における子どもの貧困対策計画としての位置づけもしています。 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 子ども・子育て支援事業の展開に関連します。 

第４章 次世代育成と母子保健に関する事業の展開に関連します。 

第４章 次世代育成と母子保健に関する事業の展開に関連します。 

第５章 子どもの貧困対策に関する事業の展開に関連します。 
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（５）子ども･子育て支援に係る総合的な計画 

本計画は、上位計画である「越谷市総合振興計画」、「越谷市地域福祉計画」及び各種関連

計画とも調和がとれた計画として策定しています。 

◇計画の位置づけ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）開かれた方法により策定する計画 

本計画は、策定に先立って実施した「越谷市子育て支援ニーズ調査」・「子どもの生活実態

調査（子どもの貧困）」やパブリックコメント等により広く市民の意見を聴き、市民の意見を

反映して策定した計画です。 

 

３ 計画の期間 

本計画の計画期間を、令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの５か年とし

ます。 
 

◇計画の期間 

平成 27 

（2015） 

平成 28 

（2016） 

平成 29 

（2017） 

平成 30 

（2018） 

平成 31・

令和元 

（2019） 

令和２ 

（2020） 

令和３ 

（2021） 

令和４ 

（2022） 

令和５ 

（2023） 

令和６ 

（2024） 

          

越谷市子ども・子育て支援事業計画 

（平成 27～平成 31／令和元年度） 
     

          
第２期越谷市子ども・子育て支援事業計画 

（令和２～６年度） 
          

越
谷
市
総
合
振
興
計
画 

○子ども・子育て支援法 

○次世代育成支援対策推進法 

○母子保健計画について 

○子どもの貧困対策の推進に 

関する法律 

法令関係 

越谷市子ども・子育て支援事業計画 

・次世代育成支援行動計画 

・母子保健計画 

・子どもの貧困対策推進計画 を含む 

 

越
谷
市
地
域
福
祉
計
画 

越谷市教育振興基本計画 

その他関連計画 

越谷市健康づくり行動計画・食育推進計画「いきいき越谷 21」 

越谷市障がい者計画 
越谷市障がい福祉計画・ 

越谷市障がい児福祉計画 

越谷市いのち支える自殺対策推進計画 

越谷市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
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第２章 越谷市の子ども・子育て環境の現状と課題 

１ 統計からみる本市の現状 

（１）人口の状況 

【現状】      【令和２年から令和６年の見込み】 

・総人口は増加。 

・高齢者人口（65 歳以上）の伸びが顕著。 

・生産年齢人口（15～64 歳）は横ばい。 

・年少人口（0～14 歳）は減少傾向。 

・総人口は約 7,600 人（約２％）の増加。 

・０～11 歳の人口は、約 500 人の減少。 

・12～17 歳の人口は、約 200 人の減少。 

 

 

■年齢３区分別人口の推移・推計 

45,235 45,127 45,123 45,128 44,758 44,603 44,617 44,650 44,509 44,285 44,178

212,868 211,827 211,659 212,251 212,168 213,472 214,182 215,041 216,236 217,655 218,606

74,642 77,739 80,399 82,298 84,169 85,308 86,380 87,157 87,632 87,818 88,210

332,745 334,693 337,181 339,677 341,095 343,383 345,179 346,848 348,377 349,758 350,994
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資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） ※令和２年以降はコーホート変化率法※による推計人口 

 
■児童人口（０～17 歳）の推移・推計 

17,506 17,571 17,524 17,508 17,359 17,277 17,247 17,105 17,018 16,932 16,872
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19,432 19,301 19,218 18,901 18,530 18,489 18,540 18,475 18,414 18,600 18,679

55,071 55,015 54,877 54,738 54,210 54,118 53,939 53,755 53,513 53,535 53,579
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資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） ※令和２年以降はコーホート変化率法※による推計人口 
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■人口ピラミッド 
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（２）子どものいる世帯の状況 

・18 歳未満の子どもがいる世帯の割合は、低下傾向。 

・平成 7 年から平成 22 年にかけて、母子世帯割合は増加傾向、平成 27 年にかけては減少。 

・平成 2 年から平成 22 年にかけて、男女とも 30 歳代の未婚率が大幅に上昇、平成 27 年に

かけては横ばい。 
 

 

■18 歳未満の子どもがいる世帯の割合の推移 
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資料：国勢調査 

 

 

■母子世帯割合の推移 
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資料：国勢調査 
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■未婚率の推移【男性】 
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資料：国勢調査 

 
 

 

■未婚率の推移【女性】 
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資料：国勢調査 
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（３）出生の状況 

・合計特殊出生率は、国や県平均を下回って推移してきたが、近年県水準とほぼ等しく推移。 

・出生数は 2,700～2,800 人台で推移し、平成 29 年の出生率は 7.9‰。 
 

 

■合計特殊出生率の推移 
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※合計特殊出生率：一人の女性が 15～49 歳の間に産む子どもの平均数 

資料：厚生労働省｢人口動態統計｣ 

 

■出生数・出生率の推移 
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※出生率：一定期間における人口 1,000 人あたりの出生数の割合 

資料：厚生労働省｢人口動態統計 
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（４）就労の状況 

・女性の就業率をみると、いわゆる「Ｍ字カーブ」がゆるやかになっており、子育て期におい

ても働き続ける女性が増加していることがうかがえる。 
 

 

■女性の就業率の推移 
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資料：国勢調査 
 

 

 

 

 

（５）幼稚園・保育所（園）・認定こども園・地域型保育事業所の状況 

・令和元年５月現在、市内の幼稚園数は 21 園（全て私立）で、4,478 人が在籍。 

・令和元年５月現在、市内の保育所（園）数は 43 園（私立 25 園、公立 18 園）で、在席児

童数は 4,148 人（利用定員 4,194 人）。 

・令和元年５月現在、市内の認定こども園数は７園で、在席児童数は 1,492 人（利用定員 1,612

人）。 

・令和元年５月現在、市内の地域型保育事業所数は 49 事業所で、在席児童数は 737 人（利

用定員 824 人）。 
 

 

 

■幼稚園・保育所（園）・認定こども園・地域型保育事業所の児童数     （施設、人） 

  施設数 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

幼稚園 21 ― ― ― 1,415 1,536 1,527 4,478 

保育園 43 270 557 712 872 890 847 4,148 

認定こども園 ７ 23 82 102 411 442 432 1,492 

地域型保育 49 127 315 295 ― ― ― 737 

資料：子ども育成課（令和元年 5 月 1 日現在） 
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（６）主な子育て支援事業の内容 

①延長保育事業（時間外保健事業） 

・就労時間の延長等により通常の保育時間を超える保育が必要な場合、保育所（園）等での保

育時間を延長して乳幼児の預かりを実施しています。 

 

②放課後児童クラブ（学童保育） 

・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校児童を対象に、放課後に適切な遊びや生活の

場を与え、児童の健全育成を図っています。 

 

③子育て短期支援事業（ショートステイ） 

・保護者が疾病等で乳児を養育することが困難な場合、児童養護施設等で一定期間養育を実施

しています。 

 

④乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）・養育支援訪問事業 

・生後４か月までの乳児がいる家庭に、保健師や助産師が訪問し、乳児や母親の身体や育児に

関する相談に応じたり、母子保健サービスの情報提供等を実施しています。また、養育支援

が必要な児及び母を訪問し、母子の健全な育成を図っています。 

 

⑤地域子育て支援拠点事業／一時預かり 

・平成 31 年４月１日現在、市内には、地域子育て支援拠点として、地域子育て支援センター

が 13 か所、子育てサロンが５か所、保育ステーションが３か所あり、子育て講座や子育て

相談、一時預かり等を実施しています。 

 

⑥病児・病後児保育事業 

・児童が急な発熱等の急な病気となった場合、病院や保育所（園）等に付設された専用スペー

スにおいて看護師等が一時的に保育を行い、また、保育中に体調不良となった児童を保育所

（園）の医務室等において看護師等が緊急的な対応等を実施しています。 

 

⑦ファミリー・サポート・センター事業 

・｢子育ての援助を受けたい方｣と｢子育ての援助を行いたい方｣の地域での相互援助として組織

し、保護者の仕事や病気などを理由とした、保育所・幼稚園の送迎及び帰宅後の預かりなど

を実施しています。 

 

⑧妊娠中からの支援状況（母子健康手帳の交付、妊婦健康診査等） 

・妊婦に対して、母子健康手帳交付時に妊婦健康診査助成券等を交付し、医療機関などにおい

て妊婦健康診査を実施しています。 
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⑨その他要支援児童、要保護児童の支援に関する事業 

・虐待等の要保護児童の早期発見並びに適切な保護及び児童やその家族への適切な支援が図ら

れるよう関係機関との協議・調整を実施しています。 

 
■要保護児童対策地域協議会活動状況                    （回） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

代表者会議 1 1 1 1 1 

実務者会議 11 11 11 11 11 

個別ケース検討会議 6 13 18 13 23 

資料：子育て支援課 

 

⑩児童館 

・児童館２か所（コスモス、ヒマワリ）で、遊びや各種教室などを通して児童の健全な発達や

豊かな創造性を育む事業のほか、児童自らが学び遊ぶ場、集い仲間づくりの場として、大型

施設の特徴を生かした児童の居場所づくりを推進しています。また、子育て中の親子が気軽

に集い、交流する場を提供しています。 

 
■児童館コスモス入館者数                         （人） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

開館日数（日） 306 307 305 305 305 

入館者数 

幼 児 50,333 48,445 53,605 57,361 58,934 

小学生 23,021 22,205 23,127 18,940 16,051 

中高生 2,227 2,714 2,749 2,630 1,716 

大 人 49,466 49,309 53,856 57,383 58,327 

合 計 125,047 122,673 133,337 136,314 135,028 

団体等 5,378 3,948 4,480 4,771 4,811 

資料：青少年課 

■児童館ヒマワリ入館者数                         （人） 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

開館日数（日） 306 307 305 305 305 

入館者数 

幼 児 43,624 51,496 50,567 47,516 47,224 

小学生 30,788 40,432 37,901 34,936 35,357 

中高生 2,967 3,412 3,148 3,405 3,039 

大 人 42,592 48,340 49,567 44,841 44,795 

合 計 119,971 143,680 141,183 130,698 130,415 

団体等 5,061 4,838 4,559 4,851 4,983 

資料：青少年課 

 

⑪家庭児童相談室 

・学校や幼稚園に行けない、友達と遊べない、非行の心配があるなど家庭等の問題について、

専任の家庭児童相談員が、電話や面談により相談を受け、助言・指導を実施しています。 
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（７）支援が必要な方の状況 

・平成 26 年から平成 30 年にかけて、就学援助認定者の割合は小学校で２割弱、中学校で２

割を超える。 

・平成 26 年度から平成 30 年度にかけて、生活保護世帯の大学進学率は、１割台から２割台

で推移。 

・平成 26 年度から平成 30 年度にかけて、児童扶養手当の受給者数は、2,200 人台から 2,000

人台へと減少傾向。 

 

■就学援助認定者の割合          （人、％） 

  平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

児童生徒数 

（5/1 現在） 

小 17,817  17,873  17,884  18,034  18,019  

中 8,908  8,735  8,806  8,620  8,438  

計 26,725  26,608  26,690  26,654  26,457  

認定者数 

小 3,166  3,165  3,124  3,106  3,006  

中 1,949  1,876  1,904  1,886  1,861  

計 5,115  5,041  5,028  4,992  4,867  

認定率 

小 17.8% 17.7% 17.5% 17.2% 16.7% 

中 21.9% 21.5% 21.6% 21.9% 22.1% 

計 19.1% 18.9% 18.8% 18.7% 18.4% 

資料：学務課（各年 3 月 31 日現在） 
 

 

■生活保護世帯の大学進学率の推移        （％） 

 
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

大学進学率 22.2 12.9 15.2 21.7 28.2 

資料：生活福祉課（各年度末現在） 

 

■児童扶養手当受給者数の推移        （人） 

 
平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

児童扶養手当受給者数 2,264 2,239 2,204 2,170 2,077 

資料：子育て支援課（各年 3 月 31 日現在） 
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２ 子育て支援ニーズ調査結果からみる本市の現状（第４・６章関係） 
 

調査名 
子育て支援ニーズ調査 

就学前児童調査 小学生調査 

調査対象者 市内在住の就学前の児童の保護者 市内在住の小学生の保護者 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査実施期間 平成 31 年１月 31 日～２月 15 日 

調査対象者数 2,500 件 2,500 件 

回収数 1,259 件 1,256 件 

回収率 50.4％ 50.2％ 

 

 

（１）親と子の健康づくりについて 

・特に必要な子育て支援施策については、「子ども同士が遊べる居場所の環境整備」が、いずれの

調査でも高くなっています。 

・小学生調査において、放課後の過ごし方として「体を動かす遊びをする」は 20.8％、「スポー

ツをする」は 6.6％にとどまっています。 

 

 

 

■市に対して、今後どのような子育て支援の充実を図ってほしいか【就学前児童・小学生】 
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妊娠・出産など母子保健対策の充実

小児医療や緊急医療体制の充実

保育料等の軽減など経済的な支援

保育サービスなど子育てと仕事の両立支援

子育てに関する不安や悩みの相談体制の充実

子育てに関する情報提供や講座などの充実

児童虐待などに対応する体制の整備

子育て中の保護者が気軽に交流できる場所や機会の提供

父親教室の開催など父親の育児参加への支援

子ども同士が安全に遊べる居場所の環境整備

子どもの安全を守る防犯対策の強化

ワーク・ライフ・バランス（仕事の子育ての調和）の推進

障がいのある子どもへの支援の充実

不高校やひきこもりの子どもたちへの支援の充実

その他

不明・無回答

（％）

就学前児童n=1,259

小学生n=1,256
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（２）子育て支援について 

・就学前児童調査において、幼稚園や保育所などを利用している割合は約６割で、特に２歳で利

用している割合が第１期計画策定時（38.7％）から大きく増加しています。 

・幼稚園＋預かり保育や認定こども園で、現状より遅い終了時刻の希望が増加しています。 

・利用していない理由として、「利用したいが、空きがない」が約２割と、第１期計画策定時

（10.2％）から大きく増加しています。 

・情報の入手先として「こしがや子育てガイドブック」や「こしがや子育てネット・クワイエ」

へのニーズが増加していますが、認知度では、知らない割合が上回っています。 

・地域活動への参加状況は、「参加したことがある・参加している」が 54.1％と最も高く、前回

と同様の傾向です。参加したことのある活動は、「地域の子ども会活動」「自治会活動」「地区コ

ミュニティ推進協議会主催事業」が上位に挙がっています。 

・特に必要な子育て支援施策として、「児童虐待などに対応する体制の整備」の割合が第１期計画

策定時（12.1％）に比べて増加しています。 

 

 

 

■平日にどのようなサービスを利用しているか【就学前児童】 

34.4 

7.7 

29.1 

9.4 

0.4 

4.5 

1.9 

0.0 

0.6 

0.4 

0.0 

2.0 

0.1 

1.0 

12.6 

53.5

4.8

29.6

2.3

5.6

1.3

0.1

0.9

0.8

1.4

3.2

0 20 40 60

幼稚園

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

保育所・保育園

認定こども園

家庭的保育

小規模保育

家庭保育室

事業所内保育

居宅訪問型保育

市区町村の認定・認証保育施設

企業主導型保育

認可外のベビーシッター

その他の認可外保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答

（％）

第２期計画策定時n=802

第１期計画策定時n=1,159
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（３）子どもが自ら育つ環境について 

・特に必要な子育て支援施策については、「子ども同士が安全に遊べる居場所の環境整備」が最も

高くなっています。 

・小学生調査において、今後、学童保育室の利用を希望する割合が低学年で約３割、高学年で１

割強となっています。 

・小学生調査において、特に必要な子育て支援施策として「不登校や引きこもりの子どもへの支

援の充実」を挙げる割合が第１期計画策定時（19.4％）に比べて高くなっています。 

 

 

 

■放課後の時間を過ごさせたい場所【小学生】 

64.0 

26.3 

63.3 

16.9 

16.2 

27.9 

12.6 

2.4 

4.8 

38.9 

10.2 

71.1

26.4

67.9

40.2

13.0

12.7

10.8

2.1

4.4

37.9

12.0

0 20 40 60 80

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

学習塾

児童館

学童保育室

放課後子ども教室

ファミリー・サポート・センター

放課後デイサービス

その他（公民館、公園など）

不明・無回答

n=1,256 （％）

低学年（１～３年生）のとき

高学年（４～６年生）になったら
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（４）子どもを育てやすい環境について 

・母親の就労状況について、第１期計画策定時（41.9％）に比べ就労している割合が大きく増加

しています。 

・就労している母親の増加により、就学前児童の子育てについて悩んでいることで「仕事と子育

ての両立のこと」が第１期計画策定（29.4％）に比べて増加しています。 

・特に必要な子育て支援施策において、「ワーク・ライフ・バランスの推進」が、特に就学前児童

で割合が高くなっています。 

・子どもと一緒に外出する際に困ることは、「トイレが親子で利用するよう整備されていない」「子

ども連れに対して理解のない人がいる」が上位に挙がっています。 

・特に必要な子育て支援施策については、小学生調査で「子どもの安全を守る防犯対策の強化」

が６割と高く、就学前児童においても第１期計画策定（49.6％）に比べ割合が高くなっていま

す。 

 

 

 

■母親の就労状況【就学前児童】 

 

23.9 

13.0 

20.8 

1.8 

37.2 

2.7 

0.7 

16.9 

7.8 

16.2 

1.0 

51.4 

5.8 

0.8 

0 20 40 60

フルタイムで就労している

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労している

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

不明・無回答

（％）

第２期計画策定時n=1,257

第１期計画策定時n=1,921
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３ 子どもの生活実態調査及びヒアリング結果からみる本市の現状（第５章関係） 

 

調査名 
子どもの生活実態調査 

小学５年生調査 中学２年生調査 

調査対象者 小学５年生の保護者 中学２年生の保護者 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査実施期間 平成 31 年１月 31 日～２月 15 日 

調査対象者数 1,500 件 1,500 件 

回収数 715 件 617 件 

回収率 47.7％ 41.1％ 

 

子どもの生活実態調査においては、「埼玉県子どもの生活に関する調査」における生活困難層判

定方法を用い、「生活困難層」「中間層」「非生活困難層」の３区分に分類を行いました。 

「生活困難層」に該当する割合が小学５年生では 7.1％、中学２年生では 7.6％となっています。 

 生活困難層判定方法は、「越谷市子どもの生活実態調査」の３つの質問項目に基づいています。

質問項目の、①収入、②家族の人数、③食料、衣類、電話料金、電気料金、ガス料金、水道料金、

家賃を、過去１年間に買えなかった経験、支払えなかった経験が「あった」場合、食料、衣類は

「よくあった」「ときどきあった」のいずれかの場合の回答数に応じて、「生活困難層」「中間

層」「非生活困難層」の３区分に分類しています。 

 

■件数 ■割合

小５ 中２ 無回答 合計 小５ 中２ 無回答 合計

生活困難層 51 47 2 100 生活困難層 7.1% 7.6% 9.1% 7.4%

中間層 190 142 1 333 中間層 26.6% 23.0% 4.5% 24.6%

非生活困難層 424 378 17 819 非生活困難層 59.3% 61.3% 77.3% 60.5%

無回答 50 50 2 102 無回答 7.0% 8.1% 9.1% 7.5%

合計 715 617 22 1,354 合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

該当世帯数 該当世帯数

 
 

■参考 世帯員人数別の等価可処分所得（国基準） 

世帯員 
貧困線に該当する

所得（国基準） 
世帯員 

貧困線に該当する

所得（国基準） 

1 人 122 万円 6 人 299 万円 

2 人 173 万円 7 人 323 万円 

3 人 211 万円 8 人 345 万円 

4 人 244 万円 9 人 366 万円 

5 人 273 万円   
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■子どもの貧困について 

貧困には、最低限の衣食住を満たせない状態を指す「絶対的貧困」と、所得が一定水準以下、

あるいは社会で通常手に入れることができるものを入手できなかったり、一般的に経験できるこ

とができないなどの状態を指す「相対的貧困」があります。 

 本計画では、「相対的貧困」に該当する世帯を「生活困難層」※としています。また、この

「生活困難層」に該当する世帯を貧困の状況にある子ども・世帯とし、その現状・課題をま

とめています。 
※生活困難層には、「絶対的貧困」も含む。 

 
 

■「心の貧困」について 

相対的貧困の状況に置かれる中、保護者は経済的不安をかかえるのみならず、子どもと接する

時間が減り、社会から孤立した状態となる傾向がみられます。そしてこうした環境に置かれるこ

とで、子どもも自己肯定感を持ちにくくなるなど、様々な負の影響を与えるリスクとなります。 

 



 

19 

（１）子どもの生活実態調査結果 

子どもの生活実態調査の結果により、「生活困難層」に該当した子ども・世帯の現状や課題は以

下の通りです。 

 

①教育上の課題 

・経済的な理由から、子どもが塾に通うことができていない家庭が多くなっています。 

・大学への進学意向は低く、教育資金の準備ができていない状況がうかがえます。 

・必要な支援として、「就学のための経済的支援」を挙げる割合が高くなっています。 

 

学習塾に通わせる（または家庭教師に来てもらう）ことが経

済的にできない割合 

 
生活 

困難層 
全体 

小５ 58.8％ 16.6％ 

中２ 46.8％ 11.8％ 

 

 

②生活上の課題 

・平日の帰宅後に家族で過ごす時間が少ない傾向が見られます。 

・子どもにとって必要な支援として、中２で「子ども本人がなんでも相談できるところ」を挙げ

る割合が高くなっています。 

・子どもが朝食を毎日食べていない状況が見られます。 

・夕食を子ども１人だけで食べる割合がやや高い傾向が見られます。 

・魚・肉・卵・大豆、野菜、牛乳・乳製品などを「毎日食べる」との回答が低いなど、栄養バラ

ンスの悪い食生活を送っている状況が見られます。 

・治療中・未治療にかかわらず、むし歯がある割合が多くなっています。 

・情報入手先が少なく、各種支援制度や利用方法を知らない保護者が多くなっています。 

・子どものことで悩んでいる保護者の割合が高い傾向が見られます。 

・情報入手先及び相談先として「市役所等の窓口」を挙げる割合が高くなっています。 

 

普段朝食を食べているかについて「毎日食べる」と回答した

割合 

 
生活 

困難層 
全体 

小５ 70.6％ 89.4％ 

中２ 76.6％ 85.1％ 

 

虫歯があるかについて「ある」（未治療・治療中合算）と回答

した割合 

 
生活 

困難層 
全体 

小５ 25.5％ 8.7％ 

中２ 17.0％ 10.1％ 
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③保護者の就労に関する課題 

・正社員・正規職員で働く割合がやや低く、就労日数や就労時間が長い傾向が保護者に見られま

す。 

・働いていない理由として「病気療養」や「求職中」の割合が高く、働きたくても働けない保護

者の割合が高いことがうかがえます。 

 

正社員・正規職員で働く割合 

 
生活 

困難層 
全体 

小５ 11.8 16.6 

中２ 13.0 18.0 
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（２）団体ヒアリング結果 

 

調査名 越谷市子どもの生活実態に係る関係機関・団体アンケート調査 

調査対象者 
福祉関係機関、教育等関係機関、貧困対策に関する支援団体、 

子育て支援団体 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査実施期間 平成 31 年４月に調査票送付／令和元年５月下旬に聞き取り調査 

調査対象者数 77 件 

回収数 51 件 

回収率 66.2％ 

直接ヒアリングの実施 ５団体 

 

■主な意見 

経
済
的
に
困
窮
し
て
い
る
と
感
じ
る
子
ど
も
や
保
護
者
の
状
況 

子どもや保護

者に見られる

背景や特徴 

・活動に参加している子どもや活動を通じて接する子どもの中で、経済 

的に困窮していると感じる子どもが「いる」と感じる割合が 29.4％。 

・ひとり親で多子世帯などと状況が重なると、より深刻な状況となる。 

・障がいや疾病などを抱えていると貧困の状況になる可能性が高くな

る。 

子どもの生活

や学習の様子

で見られる特

徴的な状況 

・不登校・相談室登校の子どもが比較的多く、それらの子どもは自己肯 

定感も低めで、学習意欲がない子も見られる。 

・身なりや所持品からは特徴的な状況は見られないので、外見から分か

りにくい。 

・学校や家庭が居場所になっていない子も見受けられる。 

子どもの保護

者との関係で

見られる特徴

的な状況 

・顔色を伺うような素振りが見られる。 

・親が子の将来を考えていない、考える余裕がない事が多い。 
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経
済
的
に
困
窮
し
て
い
る
と
感
じ
る
子
ど
も
や
保
護
者
の
状
況 

子どもへの今

後の影響や課

題 

・自己肯定感、自尊心の低下が強い「どうせ自分なんて」が口癖になっ

ている。その為、心身の健康や、基礎的学力への影響が大きくなる。 

・不登校気味な子どもが多いという点で基礎学力への影響があり、進学

や将来自立をする為の能力が形成しにくいという傾向があるように

見受けられる。 

子どもや保護

者に対して必

要な支援 

・経済的だけでなく、就労の情報も含めた情報の提供、サービス等の情

報提供が必要。 

・話を聞くだけ、支援するだけでなく、両方出来るところが必要。 

・子どもや保護者にとって、学校や家庭以外に地域に第３の居場所があ

ることが大切である。 

・子どもへの支援として、学習指導や居場所づくりが重要である。 

・子どもの成長のためには乳幼児期の環境が重要である。保護者の「心

の貧困」をなくすよう、つながりづくりや居場所づくりが必要。 

子どもや保護

者に対する支

援として、今後

必要な市の取

り組み 

・具体的サービスや支援について広く情報発信が必要。 

・子どもの貧困に対する市民の理解、意識を高めることが必要。 

・地域（小学校区で１つ）に子どもや保護者の居場所ができ、その居場

所を運営する団体の活動を下支えしてくれる支援。 

・子どもの貧困が深刻で見えにくいことなどについて、市の職員の方や

学校の先生に対し研修して頂き、現状を理解した上で何が必要なのか

皆で考えていくことが必要。 

・支援者同士のつながりをつくることや支援者への情報提供が必要。 

外国籍の子どもに対

する支援 

・子どもだけでなく親に対して日本語を習得する支援や学習支援が必要

との声が多く挙げられた。 
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４ 本市の子ども・子育てをめぐる課題のまとめ 
子ども・子育て支援に関する本市の取り組みの状況をはじめ、統計データ、アンケート調

査結果、ヒアリング調査結果等をふまえ、第１期計画の４つの基本目標及び貧困に関する事

項の５つの柱に沿って、本市の子ども・子育てをめぐる課題を次のとおり整理します。 

 

（１）親と子の健康づくりに取り組む 

ライフスタイルの多様化や女性の就労率の向上が進む中、妊娠・出産も高齢化する傾向に

あります。妊娠・出産前からの母体・胎児の健康保持に向けた知識の普及と意識啓発ととも

に、きめ細かい健診や医療の提供を通じて、母子の安全を確保することが重要です。また、

特に妊娠・出産・育児の期間は、それぞれ特有の不安や悩みをかかえやすい時期であるため、

相談をはじめとする支援体制の充実も不可欠です。 

また本市では埼玉県との連携のもと、小児医療・救急医療体制の充実を図ってきましたが、

医療への高いニーズも踏まえ、引き続き充実に向けた取り組みが重要です。 

子どもの心と身体の健康づくりに向けては、学校をはじめとする関係機関等と緊密に連携

し、心身の健康保持・増進に必要な知識や、適切な運動習慣、生活習慣を身につけるため、

健康教育や健康づくりの機会を提供してきました。今後も、関係機関や地域の多様な主体と

連携し、スポーツ・運動や、食育などの体験機会を充実し、豊かな心と体を育んでいくこと

が課題です。 

 

（２）地域の中で子育てを支える 

核家族化の進行や就労形態の変化など、社会情勢の変化に伴い、求められる子育て支援サ

ービスも多様化しています。地域で安心して子育てができるよう、教育・保育施設や地域型

保育事業の充実をはじめ、きめ細かい子育てニーズに対応したサービスの充実が求められて

います。 

また、地域とのつながりが薄れる中、子育て中の親同士の交流機会や子育て支援に関わる

人材の確保、子育てについての知識・理解を深めるための取り組みを通じて、子育て家庭と

地域のつながりを強め、地域ぐるみの子育て支援環境を作っていくことが必要です。 

障がいや貧困、ひとり親家庭、外国人家庭など、様々な困難を抱える子どもや家庭に対し

ては、それぞれの状況に応じたきめ細かい相談・支援体制の充実が求められます。地域の様々

な主体が協力・連携し、困難の解消に向けた支援を行っていくことが重要です。 

近年、子どもの虐待も大きな社会問題となっており、虐待の防止と早期発見、早期対応に

向けた関係機関の連携強化と対応力の向上が求められます。また、被害を受けた子どもが早

期に立ち直れるよう、支援を行う体制づくりが課題です。 

さらには、子どもの権利を尊重し、様々な場面で子どもの意見を反映できる社会づくりに

向けて、参画の機会づくりを行っていくことが求められます。 
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（３）子どもが自ら育つ環境をつくる 

子どもが、自由にのびのびと関わり合い、創意工夫しながら活動する時間は、子どもの育

ちと学びにおいてとても重要です。また、世代間交流の機会が減少する中、地域の様々な人

と関わり、体験する場や機会も少なくなっています。 

放課後に安心して過ごせる場の確保をはじめ、子どもの居場所、遊び場づくりを推進する

とともに、地域や学校活動の中で、積極的に体験の機会づくりを進めることが重要です。ま

た、子どもが将来のキャリア形成への意識をもち、能動的な学びへとつなげるため、様々な

職業体験機会の充実が求められます。 

近年、不登校やいじめ、子どもの虐待など、子どもの不安や悩みへの対応が大きな課題と

なっています。調査の中でも、早い時期から子どものいじめ等について不安を感じる割合が

高くなっていることから、関係機関の連携のもと、子ども本人や子どもの家族が安心して相

談できる体制づくりを進めることが必要です。また、思春期の子どもに対する保健教育を通

じて、いのちの大切さへの理解をはじめ、自他を尊重する意識づくりを進めることが課題で

す。 

子どもの育ちにおいて、保育所・幼稚園・家庭・学校・地域はいずれも欠かせない要素で

す。地域の人たちとの交流を促進するとともに、学校を子どもの育ちと地域交流の拠点とし

て積極的に活用することが重要です。また、それぞれの地域に応じた特色ある学校づくりを

進め、家庭や地域の教育力の向上を図ることで、子どもを地域全体で育む環境づくりを進め

ることが重要です。 

 

（４）子どもを育てやすい環境をつくる 

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、働き方の見直しについて、就労者、雇用者共

に理解を深めていくことが重要です。また、女性の就労率が上がる中、男性の育児参加をこ

れまで以上に進めるとともに、啓発を通じて、子育てに理解をもち、応援する事業所等を増

やしていくことが課題です。さらには、出産や育児により、仕事をやめた女性や、若者への

就労支援に向けて、関係機関等との連携を強化していくことが求められます。 

子どもが巻き込まれる事故や犯罪の防止に向けて、子どもの交通安全・防犯意識の向上を

図ることが重要です。また、地域の目で子どもを見守り、安全を確保していく体制づくりや、

誰もが安全・快適に移動や生活ができるよう、ハード・ソフト両面において、バリアフリー、

ユニバーサルデザインに基づく環境整備を進めていくことが課題です。 
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（５）貧困の状況にある子どもと家庭を支える 

本市においても子どもの生活実態調査を通じて、貧困の状況にある子どもや家庭が一定数

いることがわかりました。また、貧困の状況にある子どもや家庭に、教育上の問題や生活上

の問題をはじめ、様々な問題が生じていることがうかがえます。 

学習環境では、生活困難層の子どもが自宅で学習できる環境や習慣がない割合が高くなっ

ています。また、経済的な理由から塾に通う割合も低いなど、学習支援の充実が求められて

います。 

生活環境では、平日の晩、家族で過ごす時間が少なく、子ども本人がなんでも相談できる

ところを求める声が、中学生で特に高くなっています。 

また、相対的に不登校などにつながりやすく、自己肯定感や学習意欲が低くなる傾向も指

摘されるとともに、そうした子どもの居場所づくりが重要な視点となっています。 

保護者の就労では、非正規での就労割合が高いなど、生活の安定に向けた就労支援の充実

が必要となっています。 

また、放課後の居場所づくりや、バランスのとれた食事の提供、相談、学習支援など、多

様な分野で、地域の様々な主体が活動を展開しています。今後も、そうした地域の活動団体

等と、一層の連携・協力を強めていくことが求められます。 

さらには、保護者のつながりや居場所づくりを通じて「心の貧困」をなくすことで、子ど

もが貧困の連鎖を断ち切り、健全に成長していく環境をつくる取り組みが課題です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

第４次越谷市総合振興計画・基本構想では、少子高齢化がますます進行する中、誰もが住

みなれた地域で、いつまでも健康で安心して暮らすことができるよう、地域で支えあう福祉

活動を推進するとともに、安心して子どもを産み育てることができる環境づくりを目指して

います。 

本計画では、子ども・子育て支援新制度の趣旨、子供の貧困対策大綱等を踏まえ、全ての

子どもが夢と希望を持って育つことができるまちをつくる、また、本市で子育てをする全て

の家庭が安心して子育てできるまちをつくるという強い思いを込めて、「子どもたちが夢と希

望を持って育ち、安心して子育てできるまちをつくる」を基本理念として掲げ、必要な施策

の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもたちが夢と希望を持って育ち、 

安心して子育てできるまちをつくる 

計画の基本理念 
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２ 基本目標 

基本理念を実現するため、以下の５つの基本目標のもとに本計画を推進します。 

基本目標１ 親と子の健康づくりに取り組む 

安心して妊娠・出産できる体制づくりを進め、出産後は母子ともに健やかに育まれるよう

各種健康診査や保健指導を充実し、子どもの急な病気等に対応できるよう小児医療体制の確

保を図ります。幼児期から学童期にかけては、子どもの心身の健全な発育・発達を促す食育

や運動機会の充実を図ります。 

 

基本目標２ 地域の中で子育てを支える 

子ども・子育て支援新制度に基づく就学前の教育・保育の充実、また各種子育て支援サー

ビスの充実に取り組みます。あわせて地域の中で子育て支援の取り組みがなされるよう、子

育て家庭と地域のつながりを進め、困難を抱える子どもや家庭が地域で孤立しないよう努め

ます。また、子どもの権利擁護・虐待防止に関する施策を推進します。 

 

基本目標３ 子どもが自ら育つ環境をつくる 

心身ともに健全な青少年の育成に向けて、子どもの健全育成や居場所づくりの事業を実施

するほか、自然と触れ合う機会や様々な体験活動の機会を充実し、子どもが自ら学び、遊ぶ

場所づくりを進めます。また、学校・家庭・地域が連携して取り組みを推進するとともに、

子どもの悩みや不登校等への対応の充実を図ります。 

 

基本目標４ 子どもを育てやすい環境をつくる 

ワーク・ライフ・バランスの考え方を基本に、すべての人が仕事と家庭に生きがいを持て

るよう、子育てしやすい就労環境づくりに向けた意識啓発に取り組みます。また、子育て中

の親子が安心して地域で生活できる環境整備を進めます。 

 

基本目標５ 貧困の状況にある子どもと家庭を支える 

子どもの現在及び将来が、その生まれ育った環境によって左右されないよう、また全ての

子どもが心身ともに健やかに育成されるよう、子どもと家庭に対する教育の支援、生活の安

定に資するための支援等を通じて、子どもの貧困対策を推進します。 

 



 

28 

３ 施策体系 
基本

理念 
基本目標 中柱 小柱 

 
章 

子
ど
も
た
ち
が
夢
と
希
望
を
持
っ
て
育
ち
、
安
心
し
て
子
育
て
で
き
る
ま
ち
を
つ
く
る 

基本目標１ 

親と子の健

康づくりに

取り組む 

１ 妊娠・出産に

関する支援と母

子の健康づくり 

（１）乳幼児健診等の充実 

第
４
章 

（２）妊娠期からの育児支援の充実 

（３）不妊治療に関する情報提供 

（４）乳幼児期の食育・健康づくりの推進 

２ 小児医療の

充実 

（１）小児医療の充実と夜間救急医療体制の充実 

（２）かかりつけ医の普及・啓発 

３ 子どもの心

と身体の健康づ

くり 

（１）健やかな身体づくりの推進 

（２）食育の推進 

（３）食事づくり等の体験活動 

（４）豊かな心を育む事業の充実 

基本目標２ 

地域の中で

子育てを支

える 

１ 子育て支援

サービスの充実 

（１）教育・保育施設及び地域型保育事業の整備・拡充 

（２）多様で良質な保育サービスの充実 

（３）各種子育て支援サービスの充実 

２ 子育て家庭

と地域のつなが

り 

（１）子育て中の親子同士の交流や相談及び子育て情報の提供 

（２）子育て支援の輪と人材の確保 

（３）子育てに関する意識啓発の推進 

３ 困難を抱え

る子どもや家庭

への支援 

（１）障がい児の発達支援の拡充  

（２）経済的支援の充実 

（３）障がい児のいる家庭の負担軽減の充実  

（４）ひとり親家庭の自立支援策の拡充 

（５）外国人家庭等への支援  

４ 子どもの権

利擁護・虐待防止 

（１）子どもの権利の擁護 

（２）子どもの虐待防止対策の拡充 

（３）子どもの意見の尊重や参画の促進 

（４）被害を受けた子どもへの支援 

基本目標３ 

子どもが自

ら育つ環境

をつくる 

１ 子どもの居

場所・体験機会の

提供 

（１）放課後児童対策の充実 

（２）子どもの居場所・遊び場づくり  

（３）地域や学校での多様な体験活動の場の提供 

（４）就労や職業を考える教育機会の提供 

２ 子どもの悩

みや不登校等へ

の対応 

（１）各種子ども相談事業の充実  

（２）不登校児への支援の充実 

（３）思春期の子どもに対する保健教育の充実 

３ 学校・家庭・

地域の連携の推

進 

（１）地域住民との交流の促進 

（２）学校施設の活用 

（３）個性豊かな学校づくり 

（４）家庭や地域の教育力の向上 

基本目標４ 

子どもを育

てやすい環

境をつくる 

１ 子育てしや

すい就労環境づ

くり 

（１）多様な働き方の見直しに係る啓発 

（２）男性の育児参加の促進 

（３）子育てを応援する企業の啓発 

（４）就労支援と再就職のための支援 

２ 安全で生活

しやすい環境づ

くり 

（１）安全な道路交通環境の整備 

（２）安全教育の推進 

（３）子どもを犯罪から守る安全なまちづくり 

（４）ユニバーサルデザインと外出支援の推進 

（５）良質な住宅確保のための環境整備の推進 

基本目標５ 

貧困の状況

にある子ど

もと家庭を

支える 

１ 子どもと家

庭への支援 

（１）教育支援の充実 

第
５
章 

（２）生活支援の充実 

（３）保護者に対する就労支援の充実 

（４）経済的支援の充実 

２ 地域と連携

した支援の体制

づくり 

（１）地域の主体との連携による支援の充実 

（２）様々な課題に対応する情報提供・相談体制の充実 



 

29 

 

第４章 次世代育成と母子保健に関する事業の展開 

基本目標１ 親と子の健康づくりに取り組む 

１ 妊娠・出産に関する支援と母子の健康づくり 

【現状と課題】 

・市では、子育て世代包括支援センターを設置し、妊娠期からの相談支援を実施しています。

また、助産師に委託して、妊産婦・新生児訪問を実施しているほか、妊産婦及び乳幼児の

うち訪問指導が必要な人を対象に保健師が継続的に訪問し、必要な助言を行っています。 

・子育て支援ニーズ調査結果では、子育てに関して悩んでいることについて、特に０歳児の

保護者で「食事や栄養に関すること」「病気や発達に関すること」が上位に挙がっています。

また、保育所、幼稚園、拠点施設などが身近な相談場所として有効であることがうかがえ

ます。 

・働く女性の増加と初婚年齢の上昇に伴う出産年齢の上昇を受けて、妊婦健康診査の重要性

がいっそう高まっています。また、ハイリスク妊婦に対する支援を早期に開始するととも

に、乳幼児健診未受診者の中には、問題を抱えているケースもあるため、未受診者への対

応の充実が必要です。 

・各種健診・検診の受診率向上や、各種予防接種の接種率の向上に向けて、情報提供と相談

体制の充実を図ることが課題です。また、不妊治療に関しても情報提供を効果的に実施す

るとともに、治療費の助成を継続していくことが必要です。 

 

 

【施策の方向性】 

○妊娠・出産に係る母子保健事業を通じて、母子の健やかな成長を図り、適切な支援を提供

するとともに、育児不安の解消や育児への助言、情報提供等の支援を行います。あわせて

乳幼児の発達段階に合わせた食育と健康づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
※[主な取り組み・事業]の表中の☆は、子ども・子育て支援法において、各市町村で利用見込量と確保方策を設定するこ

とが定められている事業です。 
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【施策の展開】 

（１）乳幼児健診等の充実 

・妊婦、乳幼児の健診事業の充実、並びに予防接種事業により疾病の予防を図ります。また、

発育・発達に関する相談や療育指導を実施します。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆妊婦健康診査 
 医療機関等に委託して妊婦健康診査を行いま

す。 
市民健康課 

乳児健康診査 
 ４か月児、10 か月児の身体測定･診察・相談を

医療機関で実施します。 
市民健康課 

幼児健康診査 

 1 歳 6 か月児、3 歳児を対象に、身体測定・問

診・診察（内科・歯科）及び保健師・栄養士によ

る相談を行います。 

市民健康課 

特別発達相談 

 発育・発達に不安を抱える親子に対し、小児科

医師による相談のほか、保健師等による相談も行

います。 

市民健康課 

1 歳 6 か月児・3 歳児 

継続相談 

 小児科医師・言語聴覚士・保育士・臨床心理士 

・保健師による幼児の発達相談や療育指導を行い

ます。 

市民健康課 

予防接種 

 ＢＣＧ、４種混合等各種予防接種を医療機関な

どで実施します。また、未接種者に対する情報提

供を行い、接種率の向上を図ります。 

市民健康課 

 

（２）妊娠期からの育児支援の充実 

・育児不安の解消や乳幼児の発育・発達過程に応じた情報提供や助言に向けて、講習及び実

習の開催や相談を実施します。また、保健師、助産師等の専門職による家庭訪問や養育支

援を実施し、母子の健全な育成の充実を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆妊産婦・新生児訪問 

（乳児家庭全戸訪問） 

 助産師等が妊産婦や新生児のいる家庭を全戸訪

問し、妊娠・出産・育児について相談を受け、子育

ての悩みや不安の解消などを図ります。 

市民健康課 

☆養育支援訪問事業 
 養育支援が必要な児及び母を訪問し、母子の健全

な育成を図ります。 
市民健康課 

乳幼児育児相談 
 乳幼児を対象に保健師が身体測定と育児につい

て相談を行い、育児不安の解消を図ります。 
市民健康課 

母親学級・両親学級 
 妊婦とその夫を対象として、栄養・歯科保健・新

生児の保育・沐浴などの講習及び実習を行います。 
市民健康課 
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（３）不妊治療に関する情報提供 

・不妊に悩む人への治療に関する情報提供を行うとともに、国の制度に基づき不妊治療費の

一部を助成します。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

不妊治療の情報提供 
 不妊に関する相談のできる施設などの情報提供を

行います。 
市民健康課 

不妊治療費助成事業 

 指定医療機関において「特定不妊治療（体外受精・

顕微授精）」及び特定不妊治療を行うために必要とさ

れる「男性不妊治療」を行った場合、その治療費の

一部を助成します。 

市民健康課 

 

（４）乳幼児期の食育・健康づくりの推進 

・乳幼児期の発達段階に合わせて、食や栄養、健康づくりに関する学習機会の提供と情報の

提供を行います。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

離乳食教室 

 5～6 か月頃・7～8 か月頃・９～11 か月・12～

18 か月頃の乳幼児の親を対象に、離乳食の作り方講

習や試食を行い、乳幼児の育児を支援します。 

市民健康課 

栄養相談 
 乳幼児期からの食生活、栄養に関する個別相談を

行い、バランスのとれた食生活を促進します。 
市民健康課 

幼児保健教室「ヘルシー

キッズスクール」 

 幼児を対象とした運動・食生活・虫歯予防のため

の健康教室を開催します。 
市民健康課 
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２ 小児医療の充実 

【現状と課題】 

・県においては、周産期医療体制や小児救急を担う産科や小児科、救急を担当する病院勤務

医師の不足等から、これらの救急医療体制の確保が課題となっています。 

・子育て支援ニーズ調査結果では、今後の充実を求める子育て支援について「小児医療や緊

急医療体制の充実」が上位に挙がっており、年齢によっては最上位のニーズとなっていま

す。また、「こしがや子育てネット」・「こしがや子育てクワイエ」に希望する情報として、

「医療に関する情報」が上位に挙がっています 

・地域で安心して子育てができる環境づくりの一環として、小児救急医療体制の整備を進め

ていく必要があります。 

 

 

【施策の方向性】 

○夜間急患診療所の運営事業や小児救急医療支援事業を実施し、小児医療体制の充実を図る

とともに、子どもの疾病予防・早期発見のために、「かかりつけ医」の普及・啓発を行いま

す。 

 

【施策の展開】 

（１）小児医療の充実と夜間救急医療体制の充実 

・小児医療は、安心して子どもを産み、健やかに育てることができる環境の基盤となるため、

小児医療体制の整備として、夜間急患診療所運営事業を引き続き実施するとともに、小児

の二次救急医療の体制確保に向けた取り組みを実施します。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

越谷市夜間急患診療所運

営事業 

 越谷市夜間急患診療所において診療を実施し、

夜間における初期救急医療体制の充実を図りま

す。 

地域医療課 

小児救急医療支援事業 
 小児の第二次救急医療体制を確保するため、小

児救急医療支援事業を実施します。 
地域医療課 

 

（２）かかりつけ医の普及・啓発 

・子どもの疾病予防・早期発見のために、「かかりつけ医」の普及・啓発を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

かかりつけ医の 

普及・啓発 

 かかりつけ医に関し、市ホームページ、広報こし

がや等を活用し普及・啓発を行います。 
地域医療課 
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３ 子どもの心と身体の健康づくり 

【現状と課題】 

・子どもの遊びや運動機会の減少等により、子どもの体力・運動能力が低下傾向にあります。

また、子どもを取り巻く食環境が大きく変化する中で、朝食の欠食や肥満・痩身傾向、生

活習慣病の若年化等の健康への影響も課題となっています。 

・子育て支援ニーズ調査結果では、小学生調査で、子どもが朝ごはんを「ほとんど食べてい

ない」や、夜ごはんを「ひとりで食べる」が、わずかずつですが見られます。また、子ど

もの生活実態調査では、生活困難度が高い層ほど、朝食をとる割合が低くなっています。

望ましい食習慣の確立に向けて、誰かと共に食事を作ったり、食事を共にする機会づくり

が重要です。 

・子どもの生活実態調査では、現在、子どものことで悩んでいることについて、小学５年生

の保護者の１割強が「子どもの友達関係やいじめ」と回答しています。 

・子どもの健全な発育と成長を支援するため、家庭と学校、地域が連携する中で子どもの心

身の健康づくりに取り組んでいく必要があります。また、近年のいじめの増加等をふまえ、

中学校を対象とした人権教室を実施していくことが重要です。 

・子どもの成長過程において、読書の果たす役割は重要であり、子どもが豊かな読書活動を

行っていけるよう、環境を整えることが必要です。 

 

 

【施策の方向性】 

○子どもの生涯にわたる心と身体の健康づくりに向けて健康教育を推進し、適切な生活習慣

の形成を図るとともに、親と子の望ましい食習慣の確立に向け、保育所・幼稚園・学校・

家庭・地域が連携し、体験活動をはじめとする食育の機会の充実を図ります。また、地域

の人や図書館や児童館、公民館等の多様な資源を活用し、子どもに豊かな心を育むための

多様な取り組みを推進します。 
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【施策の展開】 

（１）健やかな身体づくりの推進 

・子どもに、生涯にわたる心身の健康保持・増進に必要な知識や適切な生活習慣を身につけ

させるため、保育所・幼稚園・学校・家庭・地域が連携し、健康教育や保健指導等を推進

します。 

・運動部活動等の学校におけるスポーツ環境を充実するとともに、地域のスポーツ活動の充

実を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

児童館の児童健全育成事

業 

 遊びや各種教室などを通して児童の心身の健全

な発達や、豊かな創造性を育む事業を開催します。 
青少年課 

親子ふれあい体操教室 

 幼児期に親子が一緒に運動する体験として、遊

び的要素を取り入れながら平衡性、敏捷性等の運

動神経の発達を促し、また、親子のスキンシップ

が図れる内容のプログラムを実施します。 

スポーツ振興課 

小中学校体育施設開放 

 小・中学校体育施設を学校教育に支障のない範

囲で開放し、地域指導者による青少年のスポー

ツ・レクリエーションの普及・振興を図ります。 

スポーツ振興課 

学校保健事業 

 家庭や地域、関係機関との連携を図りながら健

康相談活動、保健指導を通したヘルスプロモ－シ

ョンの考え方を身につける取り組みを進めます。

（市内小中学校で指導計画に基づき実施。） 

学務課 

部活動外部指導者派遣 

 中学校部活動において、より専門的な技術指導

を可能とするため、外部指導者として地域の教育

力の活用を進めます。 

指導課 

学校給食栄養管理事業 
給食献立の研究とともに、食物アレルギーの対

応について取り組みます。 
給食課 

 

（２）食育の推進 

・教育・保育施設や小・中学校における食に関する指導計画及び食育計画に基づき食育を推

進します。 

・給食だよりや学校給食の試食会等、学校を通じて小中学生と保護者に対し食育の重要性に

ついて啓発します。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

食育の推進 

保育所における食育の充

実 

食生活の見直しや栄養に関することなどを、給食

時間・家庭科や総合的な学習の時間等で取り上げ、

食育を推進します。 

また、保育所の保護者を対象に、栄養士による講

話及び試食を各保育所において年齢別に実施し、食

の大切さについて啓発します。 

子ども育成課

指導課 

給食課 

学校給食研究協議大会 
 小中学校の保護者と学校給食関係者を対象に、食

に関する講演、研究発表を行います。 
給食課 
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取り組み・事業名 内  容 担当課 

学校給食の試食会 
 小中学校の保護者を対象に、学校給食の試食と食

に関する啓発を行います。 
給食課 

給食だよりの発行 
 小中学生とその保護者を対象に、食に関する情報

を提供します。 
給食課 

「朝食」についての食育

事業 

就学時健康診断において家庭へ「朝食」に関する

講座等を実施します。 
給食課 

 

（３）食事づくり等の体験活動 

・子どもにとって、料理をつくることは、つくる喜びを体験するとともに、食事の大切さを

考える契機にもなることから、子ども料理教室等の子ども参加・体験型の学習機会の充実

に努めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

クッキング保育 

 保育所（園）で児童と一緒に、カレーづくり、ク

ッキーづくり、芋煮会等を実施して、作る喜びを体

験し、食事の大切さを学ぶ機会を提供します。 

子ども育成課 

おやこ料理教室 

 小学生の親子を対象に、料理教室を開催し、親子

の交流を図るとともに、家庭における食の関心を高

めます。 

市民健康課 

小中学校の調理講習会・

親子調理講習会 

 小中学校の保護者、または親子を対象に、調理講

習会を行います。 
給食課 

小学生の野菜皮むき体験 

 小学校 1・2 年生を対象に、学校給食に使用する

グリーンピースのさやむきやトウモロコシの皮む

き体験等を通じて、野菜に親しみ、食に関心を持た

せます。 

給食課 

 

（４）豊かな心を育む事業の充実 

・子どもの読書活動は、言葉を学び、感性を磨き、他人を思いやる心や感動する心を育むた

めに大切なことであることから、幼い頃から絵本や読書に親しむ機会の提供と読書環境の

整備を推進します。また、豊かな心を育むため、乳幼児や高齢者との交流等、各種講座や

情操・心の教育を推進します。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

児童館の読み聞かせ 

 語り手・読み手から直接児童に感動が伝わるよう

な本の読み聞かせや紙芝居を定期的に実施するほ

か、館内の児童向け図書の貸し出しを行います。 

青少年課 

児童館の世代交流・伝承

遊び事業 

 児童館において、世代間交流会、伝承遊びの講習

会等を開催します。 
青少年課 

地区センター・公民館の

各種学級・講座 

 親子や子どもを対象とした子育て学級・講座を開

催します。 
生涯学習課 

市立図書館及び北部・南

部・中央図書室の各種「お

はなし会」 

子どもに「おはなし」のおもしろさ、絵本を読ん

でもらう楽しさを伝えるために、昔話などの語りと

物語絵本・科学絵本の読み聞かせを行っています。 

図書館 
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取り組み・事業名 内  容 担当課 

市立図書館及び南部・北

部図書室や地区センタ

ー・公民館での読み聞か

せ 

 絵本やわらべうたを親子で楽しむことを目的に、

絵本の読みきかせやわらべうたの紹介などを行っ

ています。 
図書館 

夏の子ども会・夏休み子

ども読書くらぶ 

 夏の子ども会は、4 歳から小学生を対象に午前の

部、午後の部に分かれて、人形劇や大型紙芝居など

で、楽しい時間を過ごします。夏休み子ども読書く

らぶは、小学生を対象に、テーマを決めて本の紹介

を行います。 

図書館 

こども映画会 

 親子が読書により親しんでいただくことを目的

に、絵本等を原作とする映画を上映し、上映後にそ

の映画に関連した絵本の貸出も行います。 

図書館 

調べ学習への資料提供 

 学校からの「調べ学習連絡票」による依頼を受け、

テーマごとに資料を収集し、団体貸出を行います。 

 また、総合百科辞典・人物辞典・学習年鑑の団体

貸出も行います。平成 25 年度から移動図書館車で

の資料配送サービスを開始しています。 

図書館 

小学生対象の図書館見

学・中学生対象の社会体

験チャレンジ 

 図書館について理解を深め、本への興味を高める

ため、小学生を対象に図書館見学を実施するととも

に、中学生を対象に社会体験チャレンジの受け入れ

を行います。 

図書館 

保育所（園）や小学校等

への児童書・絵本等の所

管換え 

 図書館の蔵書整理にともない、複本がある図書や

利用可能な図書を、子どもの読書活動を推進するた

めに活用します。 

図書館 

保健センターへの乳幼児

向け絵本の配本 

 親子が絵本にふれられる機会を提供します。 
図書館 

すべての学童保育室への

移動図書館の巡回 

市内にあるすべての学童保育室（45 か所）へ児

童書・絵本・紙芝居等の配本を行います。 
図書館 

学校図書館運営ボランテ

ィア向けの講座 

 学校図書館での活動を支援するため、学校図書館

運営ボランティア向けに、読み聞かせを中心として

経験年数に応じた講座を開催します。 

図書館 

親子対象の講座「親子で

楽しむ絵本とわらべう

た」・「親子で楽しむ絵本

の世界」 

 絵本やわらべうたとの出会いの場になるよう、講

師を招き、親子で楽しい時間を過ごします。 

 保護者に対しては、絵本を手わたすきっかけとな

るよう、講義を実施します。 

図書館 

児童文学講演会 

 子どもの読書への理解・関心を深め、自主的な読

書活動の推進につながるよう、講演会を開催しま

す。 

図書館 

心の教育の推進 

 各学校での道徳の授業を中心に、学校教育全般に

渡って道徳教育の充実を図ります。 

 道徳教育振興会議の活動を通して、家庭や地域と

協力しながら、児童生徒の豊かな心を育成します。 

指導課 

「人権の花」運動 

 人権擁護委員と連携し、児童が互いに協力し合っ

て草花等を栽培し、それを通して相手の立場を考え

ること、協力し合うこと、感謝することなどの重要

性を学ぶとともに、思いやりの心を伸ばすことを目

的として、小学校に花の苗やプランター等を提供し

ます。 

人権・男女共同

参画推進課 
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取り組み・事業名 内  容 担当課 

幼稚園児保護者に対する

映画会及び座談会 

 人権擁護委員と連携し、幼稚園児及び保護者を対

象に人権映画会（アニメ）を開催し、親子に共通の

話題を提供するとともに、子育てやいじめ等の人権

問題について意見交換を行い、家庭における人権教

育を推進します。 

人権・男女共同

参画推進課 

人権教室の開催 

 人権擁護委員と連携し、小学校 3・4 年生を対象

に、発達段階において人権感覚を身につけることを

目的として、いじめ問題に関する授業を行います。 

人権・男女共同

参画推進課 
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基本目標２ 地域の中で子育てを支える 

１ 子育て支援サービスの充実 

【現状と課題】 

・母親の就業率の向上やライフスタイルの多様化などを受けて、子育て支援サービスに対す

るニーズは増加しています。 

・子育て支援ニーズ調査結果では、平日に幼稚園や保育所などを利用している割合は６割強

で、４歳児以上の保護者では９割台が利用しています。また、２歳児の保育所利用が増加

しています。 

・市では、令和元年度から、長時間の預かり保育を行う私立幼稚園及び認定こども園（教育

部分）を市独自の「こしがや「プラス保育」幼稚園」と認定しています。平成 31 年４月

１日現在で 11 園、350 名分の定員を確保し、いわゆる「３歳の壁」の解消に大きく貢献

しています。 

・一時預かり事業についても、現在の利用状況に比べて、今後の利用希望が高くなっており、

利用を希望する方が利用しやすい環境を整備することが求められています。 

・上記のような各種子育て支援サービスについて、状況に応じて保護者が必要なサービスを

適切に選択できるよう、情報提供の充実を図ることが重要です。 

 

 

【施策の方向性】 

○子ども・子育て支援新制度に基づき、保育所（園）、認定こども園、地域型保育事業の整備、

拡充を進めるとともに、幼稚園や学校、地域と連携し、就学前の教育・保育を充実します。

また、保護者の多様なニーズに応じた保育サービスの充実と保育の質の向上、地域におけ

る各種子育て支援サービスの充実を図ります。 
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【施策の展開】 

（１）教育・保育施設及び地域型保育事業の整備・拡充 

・待機児童の大半を占める低年齢児の保育ニーズに対応するため、小規模保育事業の整備を

進めます。 

・既存施設の有効活用を目指し、保育所（園）や認定こども園の改修等による定員拡大、ま

た、幼稚園の預かり保育に対する支援の充実（「こしがや「プラス保育」幼稚園」）を図り

ます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆地域型保育事業の整備 
地域のニーズに合わせ、地域型保育事業の定員

枠の拡充を計画的に行います。 
子ども育成課 

☆保育所（園）及び認定

こども園の改修 

保育所（園）や認定こども園の改修等による定

員枠の拡充を計画的に行います。 
子ども育成課 

☆こしがや「プラス保育」

幼稚園事業 

長時間の預かり保育を行う幼稚園及び認定こど

も園（教育部分）を市独自の「こしがや「プラス

保育」幼稚園」と認定し、３歳以降の保育ニーズ

に対応します。 

子ども育成課 

 

（２）多様で良質な保育サービスの充実 

・保護者の就労形態の多様化や疾病等、様々な理由による保育需要の高まりに対応するため、

多様で良質な保育サービスの充実を図ります。 

・特別支援保育への需要の高まりに対応するため、民間保育園を含めた受け入れ体制の整備

を図ります。 

・保育サービスの質の向上を図るため、公正・中立な機関により、専門的で客観的な立場か

ら評価する第三者評価事業を推進するとともに、良質かつ適切な保育サービスを提供する

ため、研修会等の充実に努めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆延長保育事業 

（時間外保育事業） 

標準、短時間認定共通で保育所（園）等で朝 7 時

から 7 時 30 分、夕 6 時 30 分から 7 時まで実施

します。短時間認定では夕 5 時 30 分から有料で実

施します。 

子ども育成課 

☆一時預かり事業 

 保護者が急用等により、保育に困ったときやリフ

レッシュを図りたいとき、保育ステーション及び地

域子育て支援センターで一時的（時間単位）に保育

を行います。 

子ども育成課 

送迎保育事業 
 利便性の高い駅前に保育ステーションを開設し、

送迎バスを利用し、保育園への送迎を実施します。 
子ども育成課 

休日保育事業 

 年末年始を除き、保育ステーションにおいて保育

所等が開所していない日曜日・祝日等に保育を行い

ます。 

子ども育成課 

夜間保育事業 
 年末年始を除き、保育ステーションにおいて夜 7

時から夜 10 時まで保育を行います。 
子ども育成課 
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取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆幼稚園の預かり保育 

事業（一部） 

 各園において、仕事を持っている子育て中の保護

者に対応するため、一時的な預かり保育を行います。 
子ども育成課 

☆病児・病後児保育事業 

 病中又は病気の回復期にあって、集団保育が困難

な時や個別の医療的配慮を必要とする児童を、保育

所・医療機関等に付設された専用スペース等におい

て、一時的に保育を実施します。 

子ども育成課 

第三者評価事業 
 保育サービスの質の向上を図るため、第三者評価

事業等を推進します。 
子ども育成課 

福祉保健オンブズパー

ソン制度 

 子どもの権利等の擁護を推進するため、福祉保健

オンブズパーソン制度の活用を図ります。 
福祉推進課 

 

（３）各種子育て支援サービスの充実 

・就労しながら、あるいは在宅で子育てをしている保護者の多様な保育・子育て支援ニーズ

に対応するため、保育ステーション、ファミリー・サポート・センター等のきめ細かな子

育てサービスの充実を図ります。 

・各種子育て支援サービスについて、状況に応じて保護者が必要なサービスを適切に選択で

きるよう、情報提供の充実を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆ファミリー・サポー

ト・センター事業 

 ｢子育ての援助を受けたい方｣と｢子育ての援助を

行いたい方｣の地域での相互援助として組織されて

います。保護者の仕事や病気などを理由とした、保

育所・幼稚園の送迎及び帰宅後の預かりなど行いま

す。 

子育て支援課 

子育て総合支援窓口 
 子育てに関する情報を集約して、子育て支援サー

ビスに関する情報提供や相談を行います。 
子育て支援課 

☆子育て短期支援事業 

（ショートステイ） 

 保護者が疾病等で乳児を養育することが困難な

場合、児童養護施設等で一定期間養育を行います。 
子育て支援課 

保育所（園）における各

種子育て支援事業 

 0 歳から就学前までの子どもを持つ地域の親子

を対象に、親子で遊んだり、保育園行事に参加した

り、保育体験をしながら子育てへのヒント、意欲、

楽しさを感じ、安心して子育てに向き合えるよう

様々なメニューで支援します。また、親子ともに安

心できる友だち関係をつくることや育児講座、育児

相談を行います。 

子ども育成課 

幼稚園に関する各種情報

提供 

 子育てガイドブックや子育てネット等の資料を

基に、幼稚園への入園を検討している子どもの保護

者に対して、幼稚園に関する情報を提供します。 

子ども育成課

教育総務課 

☆子育てのための施設等

利用給付 

施設等利用給付認定子どもが従来型幼稚園、預か

り保育、認可外保育施設等において特定教育・保育

等を受けた場合の利用料の給付を行います。 

子ども育成課

教育総務課 

児童館の各種子育て支援

事業 

0 歳児の親子から各年齢層に応じた多種多様な

教室を開催し、また参加者同士の交流も図ります。 
青少年課 
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２ 子育て家庭と地域のつながり 

【現状と課題】 

・子育てに不安や負担感を持ちながら、相談相手がいないなど、子育ての中で孤立を感じて

いる家庭が増えており、これらを解消する必要があります。 

・子育て支援ニーズ調査結果では、今後の情報入手方法として市のホームページや「こしが

や子育てガイドブック」、子育て情報・応援サイトである「こしがや子育てネット」「こし

がや子育てクワイエ」を利用したいとの回答が多く、提供方法としての充実と、子育てに

ついての意識啓発に向けて効果的な活用が求められます。 

・「こしがや子育てクワイエ」など、市民ボランティアの手で運営されている事業については、

ボランティアが継続的に関われる方法の検討が必要です。 

・市内には、平成 31 年４月１日現在、地域子育て支援拠点として、地域子育て支援センタ

ーが 14 か所、子育てサロンが５か所、保育ステーションが３か所あり、子育て講座や子

育て相談、一時預かり等を実施し、子育て家庭を支える環境づくりに努めています。一方

で、子育て支援ニーズ調査結果では、このような施設の利用について、０歳児の保護者で

行きづらいとの感想を持つ割合が高いことから、一人でも行きやすい雰囲気づくり、支援

が必要であること考えられます。 

 

 

【施策の方向性】 

○地域で子育て中の親子が出会い、交流しながら、子育ての力を高めていく場や機能の充実

を図ります。また、子育ての自主的団体や関係機関が連携して子育て家庭を支援する地域

における子育て支援の輪（ネットワーク）の拡充を図るとともに、広く市民が子育てに理

解と関心をもてるよう、子育てに関する意識啓発を推進します。 
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【施策の展開】 

（１）子育て中の親子同士の交流や相談及び子育て情報の提供 

・身近なところで、いつでも気軽に親子が集い、交流できる場所の設置を進めるとともに、

各種相談事業の充実を図ります。 

・市広報紙やインターネット等の各種情報媒体を活用し、子育てに関する情報提供を進めま

す。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

子育て情報の提供 

 市広報を始め、テレビ番組（いきいき越谷）、ホ

ームページや子育てアプリなどの活用を図り、子

育て情報を提供します。 

子育て支援課 

子育て情報サイト「こし

がや子育てネット」の運

営 

 行政や関係機関の子育て支援サービス、子育て

施設等、子育てに関する情報をわかりやすくタイ

ムリーに発信します。 

子育て支援課 

子育て応援サイト「こし

がや子育てクワイエ」の

運営 

 市民ボランティア、サークル等の民間団体が、

おでかけや仲間作り等身近な子育て情報を発信し

ます。 

子育て支援課 

家庭児童相談室 

 学校や幼稚園に行けない、友達と遊べない、非

行の心配があるなど家庭等の問題について、専任

の家庭児童相談員が、電話や面談により相談を受

け、助言・指導を行います。 

子育て支援課 

地域子育て支援センター

事業 

 子育て講座の開催により、参加した親子間の交

流を促進するとともに、子育て相談の実施や子育

て情報の提供等を通じて、地域の子育て家庭に対

する育児支援を行います。 

子ども育成課 

保育ステーションの子育

て支援事業 

 子育て相談の実施や、子育て中の親子間交流を

促進するための様々な取り組みにより、地域の子

育て支援を進めます。 

子ども育成課 

児童館の子ども家庭相談 

 児童館 2 か所で、専任の子ども家庭相談員が、

発育や生活習慣、遊びについてなど面談・電話に

より相談を受け、助言を行います。 

青少年課 

民生委員・児童委員活動 

 地域の身近な相談役として、子育てに関するさ

まざまな相談を受け、同時に情報提供等を行いま

す。また、子育て家庭の孤立化を防ぎ、悩みを抱

えた親への支援が早期に対応できるよう関係機関

へ紹介を行います。 

福祉推進課 
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（２）子育て支援の輪と人材の確保 

・自治会・町内会、子ども会、民生委員・児童委員、主任児童委員、子育て経験者、子育て

支援サークル、ＮＰＯ等が連携・協力し、地域における子育て支援の輪（ネットワーク）

の拡充と子育て支援に向けた人材の確保を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

子育て支援のネットワー

ク 

 子育て中の保護者などで組織するサークル・団体

のネットワーク化を図ります。 
子育て支援課 

子育てサロン事業 

 子育て中の保護者が気軽に集えるよう交流の場

を設けるとともに、子育てサークルによる講座等を

開催します。 

子育ての悩みや不安をもつ保護者に対して、相談員

や保育士等が相談を受け、助言・指導を行います。

また、各子育て機関やサークル等の子育てに関する

情報の提供を行います。 

子育て支援課 

子育てサークル等への活

動支援 

 児童館や地域子育て支援センターにおいて、子育

て関係団体の活動する機会や場所の提供を行い、連

携・協力の促進を図ります。 

子育て支援課 

子ども育成課 

青少年課 

保育所（園）の地域交流

事業 

すべての子育て家庭を対象に子育て不安を解消

するため、地域における身近な子育て支援施設とし

て保育所（園）の専門的な機能を生かした事業を推

進し地域の子育て力の向上に努めます。また、地域

に開かれた保育所づくりを推進します。 

子ども育成課 

児童館の親子交流事業 
 0 歳児の親子から各年齢層に応じた多種多様な

教室を開催し、また参加者同士の交流も図ります。 
青少年課 

 

（３）子育てに関する意識啓発の推進 

・より多くの市民に子育てへの関心を持ってもらい、また同時に子育てに関する理解を深め

てもらうため、子育てに関する意識啓発を進めます。 

・企業や各種団体等の社会を構成する様々な主体に対し、子育てを社会全体で支援していく

必要性をＰＲしていきます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

イベント開催における啓

発活動 

 イベント等の開催時に、ブースを設けるなど子育

て支援機関や子育て事業を紹介し啓発を行います。 
子育て支援課 

広報誌等の活用 
 市広報紙や市ホームページで子育て事業や支援

施設についてＰＲを実施します。 
子育て支援課 



 

44 

３ 困難を抱える子どもや家庭への支援 

【現状と課題】 

・越谷市児童発達支援センターの外来（発達）相談について、人的な体制の強化が期待され

ています。 

・障がい児のいる家庭の負担軽減に向けて、引き続きサービスの周知と円滑な利用に向けた

支援が必要です。 

・子どもの生活実態調査では、ひとり親家庭では生活困難層に該当する世帯の割合が高くな

っており、自立に向けた支援を充実していく必要があります。 

・外国籍の子どもや日本国籍でも親が外国人の場合、あるいは親が日本人でも外国で生まれ

育ったなど、外国にルーツのある子どもの中には、言葉、文化、習慣等の違いから様々な

場面で戸惑いを抱えている人もいます。 

・市では、市民ガイドブック、外国語版ガイドマップ、コシガヤメッセンジャーなどを配布

していますが、必要とする方へ効果的に届く配布場所、配布方法の工夫が必要です。 

・人工呼吸器を装着している障がい害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態に

ある障がい児（以下「医療的ケア児」という。）が身近な地域で生活できるよう支援を向

上させていく必要があります。 

 

 

【施策の方向性】 

○障がいを早期に発見し、早期からの療育支援を目指すとともに、障がい児に対する必要な

相談支援や療育体制の充実、経済的負担の軽減等を図ります。また、障がい児のいる家庭

の負担軽減の充実や、ひとり親家庭の生活の自立に向けた相談と生活・就労支援の充実、

外国人家庭等への支援の充実を図ります。 
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【施策の展開】 

（１）障がい児の発達支援の拡充 

・乳幼児の健康診査の受診機会等を捉え、障がいの早期発見に努めるとともに、相談・情報

提供体制の充実を図ります。 

・心身の発達に遅れや心配のある児童の通園事業や早期療育事業・保育所等訪問支援事業の

整備・充実を図り、障がい児の発達や、家族を支援します。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

児童発達支援事業 

（児童発達支援センター

及びその他事業所） 

 障害のある未就学児が、日常生活における基本

動作や知識等を習得し、集団生活に適応できるよ

う支援します。 

子育て支援課 

越谷市児童発達支援セン

ターの早期療育発達支援

事業 

 心身の発達に遅れや障がいのある幼児と保護者

への指導・訓練を通して、発達を促進し、また障

がい等の軽減を図ります。 

子育て支援課 

越谷市児童発達支援セン

ターの外来（発達）相談 

心身の発達に心配のある幼児と保護者を対象

に、保健師等の専門職による相談・訓練を行いま

す。 

子育て支援課 

保育所（園）等の特別支

援保育 

 公立保育所のバリアフリー化を進めつつ障がい

児の保育施設等への積極的な受け入れを推進しま

す。 

子ども育成課 

特別発達相談（再掲） 

 発育・発達に不安を抱える親子に対し、小児科

医師による相談を行うほか、保健師等により相談

も行います。 

市民健康課 

1 歳 6 か月児・3 歳児 

継続相談（再掲） 

 小児科医師・言語聴覚士・保育士・臨床心理士 

・保健師による幼児の発達相談や療育指導を行い

ます。 

市民健康課 

 

（２）経済的支援の充実 

・子育て家庭の経済的支援のため、児童手当、こども医療費支給等の制度の推進に努めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

児童手当 

 次代の社会を担う子どもの成長及び発達に資す

ることを目的に、中学校修了までの子どもに手当を

支給します。 

子育て支援課 

こども医療費の助成 

 中学校修了までの子どもに対して、病気やケガな

どで医療機関に支払う医療費を助成し、子育て家庭

の経済的負担の軽減を図ります。 

子育て支援課 

☆多様な事業の参入 

促進・能力活用事業 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、

地域子ども・子育て支援事業の量的拡大を進めるた

め、多様な事業者の新規参入を支援します。 

子ども育成課 

保育料の多子軽減 

 保育所等に入所する第 3 子以降の児童の保育料

を助成することにより、多子世帯における経済負担

の軽減を図り、少子化の改善を図ります 

子ども育成課 
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取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆実費徴収に係る補足給

付事業 

従来型幼稚園における低所得世帯等の子どもの

食材料費（副食費）に対する助成を行います。 
教育総務課 

 

（３）障がい児のいる家庭の負担軽減の充実 

・補装具や医療、特別児童扶養手当等の給付やサービスの提供を通じて、障がい児のいる家

庭での子育て負担の軽減を図ります。 

・介護給付及び通所給付を利用する障がい児について、指定相談支援事業者が作成するサー

ビス等利用計画、障害児支援利用計画の作成を進めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

補装具等の支給 

 身体に障がいのある児童に対して補装具等を給

付し、障がいによる負担軽減と日常生活の向上を図

ります。 

子育て支援課 

日常生活用具の給付 
 在宅の重度の障がいのある児童等の日常生活の

便宜を図るため、日常生活用具を給付します。 
子育て支援課 

育成医療 
心身の障がいを除去、軽減するための医療につい

て、医療費の自己負担の軽減を図ります。 
子育て支援課 

障がい児介護給付事業 

 心身に障がいのある児童に対して、居宅介護・短

期施設入所などを支援し、介護者等への負担軽減を

図ります。 

子育て支援課 

障がい児通所給付事業 

 障害のある未就学児が、日常生活における基本動

作や知識等を習得し、集団生活に適応できるよう支

援する児童発達支援、保育所等訪問支援を行い、対

象者の利用者負担を無償化します。 

 また、障がいのある学齢児が放課後や学校休校日

に施設を利用し、生活能力向上のために必要な訓

練、社会との交流等を促進する放課後等デイサービ

スを行います。 

子育て支援課 

障がい児（者）生活サポ

ート事業 

 在宅の心身障がい児（者）の地域生活を支援する

ため、事業者が行う一時預かり、派遣による介護、

外出援助等のサービス（一定時間）を行います。 

子育て支援課 

特別児童扶養手当 

 心身に重度・中度の障がいのある児童（20 歳未

満）を養育していて、所得が一定未満の家庭に手当

を支給（県への進達事務）します。 

子育て支援課 

心臓病手術費等助成 

 心臓疾患のある 18 歳未満の児童に精密検査及

び手術等に要する医療費以外の自己負担金につい

て、限度額の範囲内で助成します。 

子育て支援課 

在宅超重症心身障害児の

家族に対するレスパイト

ケア事業 

医療型短期入所、日中一時支援に関する事業所に

よる受け入れを促進し、家族の精神的及び身体的負

担を軽減します。 

子育て支援課 

障害者等日中一時支援事

業 

障がい児（者）に対して、日中における一時預か

り、見守り等により介護者の負担軽減を図ります。 
子育て支援課 

難聴児補聴器購入費助成

事業 

軽度・中等度難聴児の補聴器購入費用の負担軽減

を図ります。 
子育て支援課 
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取り組み・事業名 内  容 担当課 

医療的ケア児の支援の協

議 

医療的ケア児が身近な地域で必要な支援を受け

られるよう、協議の場を設置します。 
子育て支援課 

小児慢性特定疾病医療給

付、小児慢性特定疾病児

童等日常生活用具給付事

業 

小児慢性特定疾病にかかっている児童等につい

て、健全育成の観点から、患児家庭の医療費の負担

軽減を図るため、その医療費の自己負担分の一部を

市が助成します。また、日常生活用具を給付し、対

象児の日常生活の向上を図ります。 

市民健康課 

医療等の給付 
心身に重度の障がいのあるこどもがケガなどで

医療機関に支払う医療費の一部を支給します。 
障害福祉課 

 
（４）ひとり親家庭の自立支援策の拡充 

・ひとり親家庭の子どもの健全な成長や、ひとり親家庭の生活の自立を促進するため、子育

てや生活への支援、就業支援、経済的支援等を進めるとともに、相談体制の充実を図りま

す。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

児童扶養手当 

 母子・父子家庭や、父または母に一定の障がいの

ある子ども（18 歳到来年度。一定の障がいがある

場合は 20 歳未満）を養育している母親または父

親、父または母と生計を同じくしていない子どもを

養育している方に手当を支給し、経済的負担の軽減

を行います。 

子育て支援課 

ひとり親家庭等医療費支

給制度 

 母子・父子家庭や、父または母に一定の障がいの

ある子ども（18 歳到来年度。一定の障がいがある

場合は 20 歳未満）を養育している家庭、父または

母と生計を同じくしていない子どもを養育してい

る家庭の方が、医療保険制度で医療を受けた場合に

支払った医療費の自己負担分の一部を支給し、経済

的支援を行います。 

子育て支援課 

母子家庭等相談事業 

 母子・父子自立支援員を配置し、生活・住宅に対

する相談や、母子・父子家庭等が修学等の自立促進

や疾病等の事由により一時的に生活援助や保育等

のサービスが必要な世帯への支援を図ります。ま

た、身近な相談窓口として生活や就労、子育てなど

家庭の抱えている問題に適切な助言を行います。 

子育て支援課 

自立支援教育訓練給付金

事業 

 母子家庭の母又は父子家庭の父が、就労に結びつ

きやすい知識・技能を修得するため、雇用保険法に

基づく厚生労働大臣指定教育訓練講座及び実情に

応じて適当と認められる講座を受講し、修了した場

合に、受講費用の一部を支給します。 

子育て支援課 

高等職業訓練促進給付金

等事業 

 母子家庭の母又は父子家庭の父が、看護師や介護

福祉士等の資格取得のため 2 年以上養成機関など

で修業する場合に、課税状況により促進費（月額）

及び入学支援修了一時金を支給します。 

子育て支援課 
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取り組み・事業名 内  容 担当課 

母子・父子自立支援プロ

グラム 

 児童扶養手当受給者の自立の促進を図るため、

個々の状況に応じた支援プログラムを策定すると

ともに、公共職業安定所等との緊密な連携を図り支

援を行います。 

子育て支援課 

母子父子寡婦福祉資金貸

付事業 

 20 歳未満の子どもを扶養している母子家庭の母

及び父子家庭の父、父母のいない児童及び寡婦に対

して、修学、技能の習得や生活資金の貸付を行いま

す。 

子育て支援課 

高等学校卒業程度認定試

験合格支援事業 

ひとり親家庭の親の学び直しを支援することで、よ

り良い条件での就職や転職に向けた可能性を広げ、

正規雇用を中心とした就業につなげていくため、ひ

とり親家庭の親が高卒認定試験合格のための講座

（通信講座を含む）を受け、これを修了した時及び

合格したときに受講費用の一部を支給します。 

子育て支援課 

 

（５）外国人家庭等への支援 

・外国人家庭が抱える子育ての不安や悩みを解消し、安心して日常生活を送ることができる

よう、多言語による情報提供等に努めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

市民ガイドブックの配布 

 日常生活で必要な基本的事項が書かれたガイ

ドブック（英語、中国語、ハングル、ポルトガル

語）を外国籍市民へ配布します。 

市民活動支援課 

外国語版ガイドマップの

配布 

 英語版・中国語版越谷ガイドマップを配布しま

す。 
市民活動支援課 

コシガヤメッセンジャー

の配布 

 広報紙の中で、外国籍市民に必要な情報（休日

当番医、催物等）を抽出し翻訳したものを月 1 回、

広報こしがやのやさしい日本語版・英語版・フィ

リピン語・中国語版として発行します。 

市民活動支援課 
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４ 子どもの権利擁護・虐待防止 

【現状と課題】 

・すべての子どもの健全な育成と権利の尊重が確保されるための環境づくりに向け、子ども

の権利条約や子どもの権利擁護について、地域の理解を深める取り組みを進めていく必要

があります。 

・研修会等で新しい人権課題や人権感覚育成プログラムについて取り上げ、指導方法の工夫・

改善を図ることが課題です。 

・子どもの虐待が全国的に問題となっていますが、子育て家庭の孤立化や貧困化の進行等の

問題もその背景として深刻化してきています。子育て支援ニーズ調査結果では、特に必要

な支援として、就学前、小学生ともに子どもの虐待への対応を挙げる割合が増加していま

す。子どもの虐待の防止に向け、地域の子育て支援、相談等の充実により虐待が起きる前

の予防的支援に努めるとともに、虐待の再発防止、また虐待を受けた子どもへの支援の充

実を図っていく必要があります。 

・子どもが様々な場面に積極的に参加し、意見を表明し、その意見を反映できる機会づくり

を行うとともに、犯罪、いじめ、虐待など、様々な形で被害を受けた子どもを支える仕組

みづくりが必要です。 

・児童虐待防止対策体制総合強化プラン（平成 30 年 12 月 18 日児童虐待防止対策に関す

る関係省庁連絡会議決定。）では、子ども等に対する相談支援を行う子ども家庭総合支援拠

点の整備を求められています。 

 

【施策の方向性】 

○子ども一人ひとりの権利を守り育むため、子どもの権利条約について広く市民への周知を

図ります。また、子どもの虐待の発生予防・早期発見・早期対応を図るため、関係機関の

協力体制の充実に努めるとともに、犯罪、いじめ、虐待など、様々な形で被害を受けた子

どもへの支援を行います。さらには、様々な場面で子どもが参画し、意見を反映できる機

会づくりを進めます。 
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【施策の展開】 

（１）子どもの権利の擁護 

・子ども一人ひとりの権利を守り育むため、子どもの権利条約について広く市民に周知する

とともに、人権教育、相談活動等を実施し、児童の権利擁護の推進を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

子どもの権利等啓発活動 

 児童福祉週間、児童虐待防止推進月間などの機

会をとらえ、子どもの権利等に関し、パンフレッ

トやポスターなどを活用した啓発活動を進めま

す。 

子育て支援課 

越谷市子ども憲章の啓発

活動 

 将来を担う子どもが、夢と希望を持ち、自ら考

え、行動するための指針である「子ども憲章」を、

青少年健全育成啓発冊子や各種イベントの配布資

料等に掲載し、啓発を推進します。 

青少年課 

人権教育推進事業 

 人権教育研修会の実施や児童生徒用の人権教育

リーフレットの作成・配付等を行い、子どもの権

利擁護についての意識を高めます。 

指導課 

人権相談 

 人権擁護委員と連携し、子どもの人権問題を含

めた市民が抱える人権に関する悩みや心配事を解

決するため、人権相談所を開設し、助言・援助等

を行います。 

人権・男女共同

参画推進課 

市民まつりにおける啓発

活動 

 人権擁護委員と連携し、市民一人ひとりの人権

意識の高揚を図るため、越谷市民まつりにおいて、

子どもの人権問題を含めた人権に関する啓発活動

を行います。 

人権・男女共同

参画推進課 

人権週間における啓発活

動 

 人権擁護委員と連携し、市民一人ひとりの人権

意識の高揚を図るため、人権週間において、子ど

もの人権問題を含めた人権に関する啓発活動を行

います。 

人権・男女共同

参画推進課 
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（２）子どもの虐待防止対策の拡充 

・子どもの虐待の発生予防・早期発見・早期対応等の在宅支援の強化を図るため、要保護児

童対策地域協議会の運営の充実を図るとともに、福祉・医療・保健・教育、人権擁護団体、

警察等、関係諸機関の協力体制の充実に努めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

要保護児童対策地域協議

会 

 虐待等の要保護児童の早期発見並びに適切な保

護及び児童やその家族への適切な支援が図られる

よう関係機関との協議・調整を行います。このため

各機関の代表者会議・実務者及び個別のケースに応

じた会議等を開催します。 

子育て支援課 

児童福祉に係る相談、指

導 

 社会福祉主事が、子育てに関しての不安や悩み等

の相談を受け、適切な指導・助言を行うとともに、

他の機関へもあっ旋や紹介を行います。 

 また、市内の児童施設や学校、児童相談所など関

係機関との連携を図り、虐待の発生の予防、早期発

見と早期対応に努めます。 

子育て支援課 

居住実態が把握できない

児童に関する調査 

住民票はあるものの保健福祉サービスを受けてい

ない子どもや音信不通の子どもなど、居所不明児童

の実態を把握します。 

子育て支援課 

教育相談事業 

 子どもへの虐待に対して、学校や関係諸機関との

協力体制を整備します。また、必要に応じてケース

会議を開催し、対応等についての検討を行います。 

教育センター 

民生委員・児童委員、主

任児童委員活動 

地域の身近な存在として、民生委員・児童委員が

各種相談に応じます。 

また、児童福祉を専門的に担当する主任児童委員

が、民生委員・児童委員の後方支援を行うとともに、

児童相談所、学校、保健所等の機関との連携により、

子どもの虐待防止に努めます。 

福祉推進課 

 

 

（３）子どもの意見の尊重や参画の促進 

・子どもに関わる各種行事やイベント事業等の企画運営への参加を促し、意見を反映させる

機会の提供に努めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

子どもの意見の尊重や参

画の促進 

 子どもに関わる各種行事やイベント事業などを

実施する際に、子どもの意見が十分反映されるよう

実施機関を配慮します。また、実施にあたり児童ス

タッフを募集するなど、事業の企画・運営への参加

を積極的に進めます。 

関係各課 
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（４）被害を受けた子どもへの支援 

・犯罪、いじめ、虐待等の被害を受けた子どもが立ち直れるよう、専門機関等と連携し支援

します。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

児童相談所等との連携 

 子どもの問題について、家族やその他からの相談

に応じていますが、必要な調査及び指導を行うにあ

たり、医学的、心理学的等の判定を必要とする場合

には、児童相談所の判定を求めるなど他の専門機関

との連携を図り支援を行います。 

子育て支援課 

教育相談事業 

（再掲 2-4-（2）） 

 子どもへの虐待に対して、学校や関係諸機関との

協力体制を整備します。また、必要に応じてケース

会議を開催し、対応等についての検討を行います。 

教育センター 
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基本目標３ 子どもが自ら育つ環境をつくる 

１ 子どもの居場所・体験機会の提供 

【現状と課題】 

・子どもの外遊びが減少し、自然や地域との交わり、他者との交流が希薄になっていく中で、

年齢に応じた子ども同士の居場所や豊かな人間性を育むための様々な体験機会を拡充して

いく必要があります。体験活動の展開にあたっては、活動内容の充実とともに、ＰＲの工

夫、活動の意図の明確化などを通じて、効果的な体験とすることが課題です。また、子育

て支援ニーズ調査結果では、市が今後充実を図ってほしい子育て支援について、「子ども同

士が安全に遊べる居場所の環境整備」の割合が最も高くなっています。 

・平成 27 年度に学童保育室の対象を小学校６年生まで拡大しました。また、平成 30 年度

現在、学童保育室を、市内 48 施設で運営し、約 3,000 人の児童が利用していますが、保

育ニーズの高まりに伴い待機児童が発生しています。教育委員会と連携し、既存施設の活

用等を考慮しながら、待機の発生している小学校区や、今後の利用者が増加傾向にある小

学校区に対して、引き続き施設整備を推進し、受け入れ児童の拡大を図る必要があります。 

・放課後や週末に、子どもが安全・安心に活動できる居場所として、平成 30 年度現在、放

課後子ども教室を市内 18 か所で開催し、年間で延べ約１万人の児童が参加しています。

教室未実施の学区があることから、サービスの公平性の確保のため、新規教室の開設に向

けた取り組みを進めていくことが課題です。また、新・放課後子ども総合プランに基づき

学童保育室との一体型、あるいは連携型による事業の取り組みについても検討する必要が

あります。 

・子どもの生活実態調査結果では、子どもにとって、現在または将来あるとよい支援につい

て、小学５年生では「会社などでの職場体験等の機会の提供」の割合が最も高くなってお

り、将来のキャリアを考える機会の提供が求められています。 

 

 

【施策の方向性】 

○子どもが自分らしく安全・安心に過ごすことのできる放課後の居場所や遊び場を確保する

とともに、地域や学校での多様な交流・体験活動の場の提供を通して、生きる力や豊かな

人間性を育むための機会づくりを推進します。また、就労体験や職業体験など、社会との

関わりを実感できる教育機会の充実を図ります。 
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【施策の展開】 

（１）放課後児童対策の充実 

・児童を取り巻く社会環境が大きく変化している中、学童保育のニーズに応えるため、受け

入れ児童数を拡大するなど、待機児童を解消するため施設の整備を進めます。 

・すべての小学生が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験活動を行うことができるよう、

地域の利用ニーズに応じて放課後子ども教室の設置を進め、新・放課後子ども総合プラン

に基づく学童保育室との一体型、あるいは連携型による事業の実施を目指します。 

・学童保育室及び放課後子ども教室を実施する際には、可能な限り小学校の敷地内を実施場

所とすることが望ましいため、学校長や教育委員会との協議ができる組織づくりを進め、

放課後子ども教室の開催日及び開催小学校区の拡充を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆学童保育室の整備 

（放課後児童健全育成事業） 

 保育需要を見極めつつ保育ニーズに見合った

学童保育室の計画的な整備を行います。 
青少年課 

放課後子ども教室推進事業 

 学校・地区センター・公民館等の公共施設を

利用し、放課後や週末等に安全・安心に、継続

的な活動のできる場の整備として、子どもの居

場所づくりに取り組みます。 

青少年課 

 

（２）子どもの居場所・遊び場づくり 

・地区センター、児童館、学校及び公園等を活用し、子どもが自由に遊べ、安全に過ごすこ

とができる居場所、遊び場づくりを推進します。 

・子育て中の親子が気軽に集い、交流できる機会や場の提供を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

保育ステーションや地域

子育て支援センターでの

子育て講座 

 子育て講座の開催により、参加した親子間の交

流を促進するとともに、子育て相談の実施や子育

て情報の提供等を通じて、地域の子育て家庭に対

する育児支援を行います。 

子ども育成課 

児童館事業 

 遊びや各種教室などを通して児童の健全な発

達や豊かな創造性を育む事業のほか、児童自らが

学び遊ぶ場、集い仲間づくりの場として、大型施

設の特徴を生かした児童の居場所づくりを推進

します。また、子育て中の親子が気軽に集い、交

流する場を提供します。 

青少年課 

プレーパーク事業 
 プレ－パークの定期開催の継続及び常設化へ

の調査研究を行います。 
青少年課 

地区センター・公民館整

備及び活用 

 地区センターにおいて図書コーナーや学習ス

ペース等を設置します。 
市民活動支援課 

街区公園等の整備 

 子どもや親子連れをはじめ、多くの市民の身近

なレクリエーションや交流の場として、また、災

害時の防災空間としても利用できる街区公園を、

土地区画整理事業地内等に計画的に整備します。 

公園緑地課 
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（３）地域や学校での多様な体験活動の場の提供 

・子どもが体験活動を通して、生きる力や豊かな人間性を養うことができるよう、地域や学

校での様々な社会体験や自然体験の機会提供を行います。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

児童館の科学体験事業 
 遊びながら科学に親しむ科学体験事業を開催し、

児童の科学に対する興味・関心を養います。 
青少年課 

こどもエコクラブ活動 
小中学生のクラブ活動として、身近な生き物の調

査や地域の環境保全活動の取り組みを進めます。 
青少年課 

地区センター・公民館等

による体験学習 

 児童が地域の中でふれあいや協調性を学ぶこと

ができるよう、体験学習を開催します。 
生涯学習課 

越谷市保存民家大間野町

旧中村家住宅の利用 

 社会科見学や各種イベントの開催を通じ、市民の

体験学習の利用に供することによって郷土の歴

史・伝統文化の理解、継承及び発展への寄与を図り

ます。 

生涯学習課 

越谷市指定有形文化財旧

東方村中村家住宅の利用 

 社会科見学や各種イベントの開催を通じ、市民の

体験学習の利用に供することによって郷土の歴

史・伝統文化の理解、継承及び発展への寄与を図り

ます。 

生涯学習課 

郷土芸能体験教室 

 囃子・神楽・木遣などの郷土に伝わる芸能・文化

の保存と継承を図るため、体験学習の場を提供しま

す。 

生涯学習課 

科学技術体験センター事

業 

 観察や実験、工作などの体験を通して、楽しみな

がら科学への興味・関心を高め、また創造性豊かな

児童生徒の育成を図るための参加型施設として多

様な事業を実施します。 

生涯学習課 

ボランティア体験活動の

推進 

 小中学校における総合的な学習の時間等におい

て、体験的な学習を通して、地域社会の人たちとふ

れあう機会を提供します。 

指導課 

環境学習活動の推進 

地域に根ざした教育活動を展開するため、こしが

や環境サポーターの生物多様性子ども調査の派遣

や、市民団体、自治会との協働による環境イベント

を実施します。 

また、市内各小中学校の環境教育主任等を対象と

した研修会、環境教育資料の発行、ホームページの

整備等を行い、環境教育を推進します。 

指導課 

環境政策課 
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（４）就労や職業を考える教育機会の提供 

・子どもができるだけ早い段階から社会との関わりを実感し、自らのキャリア形成を考える

ことができるよう、職場見学や職業体験等の教育機会を提供します。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

進路指導･キャリア教育

の推進 

地域等学校以外で様々な体験活動をさせたり、

人々とのふれあいをさせたりするなどして、みずみ

ずしい感性や社会性、自律心を養い、たくましく豊

かに生きる力を育みます。 

指導課 

地場産業見学・体験 
 小学生による地場産業事業所への見学や体験づく

りなどを実施します。 
産業支援課 
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２ 子どもの悩みや不登校等への対応 

【現状と課題】 

・子どもを取り巻く環境が複雑さを増す中で、いじめは、その様態が年々変化し見えにくく

なっています。 

・子育て支援ニーズ調査結果では、小学生で、不登校・引きこもりの子どもへの支援の必要

性を求める割合が増加しています。不登校に関する相談件数が増加する中、不登校の解消

に向けた個別の相談に取り組むとともに、学校復帰だけでなく、適応指導教室やフリース

クールなども視野に入れ、社会的な自立を目指した支援を行うことが必要です。 

・思春期の子どもに対して、新学習指導要領の完全実施を踏まえ、保健教育の授業をカリキ

ュラム・マネジメントの視点で評価、改善しながら、取り組んでいくことが課題です。 

・今後も学校や関係機関と連携しての子どもや保護者への相談や子どもの置かれた環境への

働きかけを推進していく必要があります。 

 

 

【施策の方向性】 

○子どもの多様な悩み、いじめ、非行等の問題に対応するため、学校･教育センター等におけ

る相談体制の充実を図ります。また、相談員等と連携し、不登校児童・生徒等への支援の

充実を図ります。さらには、性に関する教育、喫煙や薬物等に関する教育、いのちの大切

さ等について考える機会の提供を通じて、思春期の子どもの心身の健全な育成を図ります。 
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【施策の展開】 

（１）各種子ども相談事業の充実 

・教育や心身の発達に関する悩み、いじめ、非行、子どもの虐待等の問題に対応するため、

学校･教育センター等における子ども自身も気軽に相談できる場や体制の充実に努めると

ともに、各種専門職による相談事業との連携を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

家庭児童相談室 

（再掲 2-2-（１）） 

 学校や幼稚園に行けない、友達と遊べない、非

行の心配があるなど家庭等の問題について、専任

の家庭児童相談員が、電話や面談により相談を受

け、助言・指導を行います。 

子育て支援課 

児童館の子ども家庭相談 

（再掲 2-2-（１）） 

 児童館２か所で、専任の子ども家庭相談員が、

発育や生活習慣、遊びについてなど面談・電話に

より相談を受け、助言を行います。 

青少年課 

青少年相談室 
 青少年の非行、問題行動等で悩んでいる保護者

や青少年の相談を受け付けます。 
青少年課 

教育相談事業 

 ４歳児から中学生までの就学相談や小学生から

中学生までのいじめや不登校等、教育相談を月曜

日から土曜日まで行います。メール相談は随時受

け付けます。 

教育センター 

児童精神カウンセリング

事業 

 市立病院において、臨床心理士により、専門的

な相談を行います。 
市立病院 

 

（２）不登校児への支援の充実 

・学校生活への適応等に関するカウンセリング等を通じて、不登校児童・生徒の将来の社会

的自立に向けた支援を行います。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

適応指導教室（おあしす） 

 市内３か所に適応指導教室を設置し、不登校児

童生徒の指導を行います。 

 また、将来の社会的自立に向けた個別指導およ

び小集団での体験活動を行います。 

教育センター 

専任教育相談員・スクー

ルソーシャルワーカーの

家庭訪問相談 

 専任教育相談員やスクールソーシャルワーカ

ーが不登校児生徒等への家庭訪問を実施し、将来

の社会的自立に向けて個別相談を行います。 

教育センター 

スクールカウンセラー・

学校相談員の配置 

 スクールカウンセラー、学校相談員等を各校に

配置します。 
教育センター 
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（３）思春期の子どもに対する保健教育の充実 

・十代の性の問題に対応するため、性に関する健全な意識の涵（かん）養と合わせて、性や

性感染症予防に関する正しい知識の普及を図ります。 

・喫煙や薬物等に関する教育、学童期・思春期における心の問題に関する啓発を行います。 

・いのちの大切さや男女の性の違い等について考える機会を設け、心身の健全な育成を図り

ます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

喫煙防止等に対する啓発 

 越谷市広報や街頭における啓発キャンペーン等を

利用して青少年への喫煙防止等の意識啓発を行いま

す。 

青少年課 

健康教育 

 小中学校等で、いのちの大切さについて健康教育

を行い、お互いを尊重するとともに健康についての

知識を深める取り組みを実施します。 

市民健康課 

学校における保健教育の

推進 

 小学校中学年からの性に関する指導について、各

小中学校で実施し、正しい理解促進を図るとともに、

正しい異性観について理解を深める取り組みを実施

します。 

指導課 
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３ 学校・家庭・地域の連携の推進 

【現状と課題】 

・都市化、核家族化、少子化、地域のつながりの希薄化に伴う家庭の教育力の低下が指摘さ

れている中で、地域全体で子どもの育ちを見守り、生きる力を育んでいくことが求められ

ています。 

・地域住民との交流・連携に向けて、市のホームページを活用する等、広報の充実を図りな

がら教育ボランティアの人材確保に取り組む必要があります。また、研修会等を通じた先

進事例の共有などを進めながら、学校応援団活動を充実していくことが必要です。さらに、

学校の経営方針や部活動の指導方針について、部活動外部指導者との共有を図りながら指

導を進めていくことが必要となっています。 

・学校施設は、子どもにとっての学び舎であると同時に、地域を代表する中心的な施設でも

あります。学校・家庭・地域の連携を考慮し、施設の整備充実や学校施設の地域開放を進

めていく必要があります。 

・子どもの多様な体験活動の充実や世代間交流の推進、地域のスポーツ環境の整備、また市

内全小中学校学校運営協議会制度の活用等により、学校・家庭・地域の連携のもと、個性

豊かな学校づくりを図っていく必要があります。 

・子育て支援ニーズ調査結果では、地域活動への参加状況は、「参加したことがある・参加し

ている」が約５割と最も高く、前回と同様の傾向となっています。参加した地域活動の内

容は、「地域の子ども会活動」「自治会活動」「地区コミュニティ推進協議会主催事業」が上

位に挙がっています。今後は、学校・家庭・地域の連携を一層推進しながら、家庭や地域

の教育力の向上を図っていく必要があります。 

 

 

【施策の方向性】 

○学校と地域が連携し、多様な地域の人や団体との交流や、多様な地域資源の活用、地域の

人の学校運営・教育活動への参加を促しながら、地域に開かれた個性豊かな学校づくりを

進めます。幅広い世代が交流するスポーツ・レクリエーション活動の推進に向けて、学校

施設の活用を進めます。さらには、家庭教育に関する学習機会や情報の提供、地域の人材

活用等を通じて、家庭や地域の教育力の向上を図ります。 
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【施策の展開】 

（１）地域住民との交流の促進 

・地域に開かれた学校づくりを推進するとともに、学校と地域が連携し、多様な知識・経験

を持つ人や地域の活動団体等との交流を進めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

学校応援団の推進 

 学校応援団の活動を通じて、学校における学習

活動・安全確保・環境整備などのボランティアと

して、地域の参加・協力を積極的に進め、学校・

家庭・地域が一体となって子どもの育成を図りま

す。 

指導課 

部活動外部指導者派遣 

（再掲 1-3-（１）） 

 中学校部活動において、より専門的な技術指導

を可能とするため、外部指導者として地域の教育

力の活用を進めます。 

指導課 

 

（２）学校施設の活用 

・幅広い世代が交流するスポーツ・レクリエーション活動の推進を図るため、学校の校庭や

体育館の活用を進めます。 

・小中学校体育施設開放について、市全域での統一した施設開放ができるよう関係部署と協

議・検討を進めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

小中学校体育施設開放 

（再掲 1-3-（1）） 

 小・中学校体育施設を学校教育に支障のない範

囲で開放し、地域指導者による青少年のスポー

ツ・レクリエーションの普及・振興を図ります。 

スポーツ振興課 
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（３）個性豊かな学校づくり 

・中学校における学校選択制や、地域に開かれた学校づくりを行うための市内全小中学校学

校運営協議会の活用等を図り、地域に根ざした個性豊かな学校づくりを進めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

中学校選択制 

 現在の通学区域制度を維持していくことを基

本とし、その上で、他の中学校への通学を希望す

る就学予定者や保護者の意向にできるだけ沿っ

て、就学する学校の指定を行います。 

学務課 

市内全小中学校学校運営

協議会 

 学校が委員の意見を積極的に取り入れること

により、魅力ある教育活動を展開するとともに、

地域に一層開かれ、地域に根ざした特色ある学校

づくりを推進します。 

指導課 

 

（４）家庭や地域の教育力の向上 

・子どもの発達段階に応じた家庭教育に関する学習機会や情報の提供を行います。 

・子どもを地域社会で育てる観点から、地域の人材の活用や関係機関等の協力によって、子

どもの多様な体験活動の充実、世代間交流の推進、学校施設の地域開放、地域のスポーツ

環境の整備等により、地域の教育力の向上を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

子育て講座の開催 

 家庭教育に関する学習機会の場として、小学校

就学時健診と中学校一日体験入学時に、保護者を

対象とした講座を開催します。 

生涯学習課 

地域活動の支援 
 地域で行う世代間交流事業などの地区まちづ

くり事業を支援します。 
市民活動支援課 

学校・家庭・地域が連携

した見守り活動 

 交通安全活動や防犯パトロール等、子どもの見

守り活動を支援します。 
関係各課 
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基本目標４ 子どもを育てやすい環境をつくる 

１ 子育てしやすい就労環境づくり 

【現状と課題】 

・少子化の流れを変えるために、仕事と家庭の両立支援や働き方の見直し、「ワーク・ライフ・

バランス（仕事と子育ての調和）の推進」が課題となっています。子育て支援ニーズ調査

結果では、「仕事と子育ての両立のこと」に悩みを抱える割合が増加しており、必要な支援

として仕事との両立に向けた支援が求められる傾向が高まっています。 

・両立支援は、女性の働き方のみでなく、男性の働き方の見直しがより重要であり、すべて

の人が仕事と家庭に生きがいを持てるよう多様な働き方の選択や職場優先の意識を見直す

必要があります。また、女性の家事・育児等への負担が大きいことから、男女が共同して

子育て等の家庭生活に参画できる環境づくりを推進する必要があります。市で実施してい

る父親サロン、父親を対象としたイベント・講座等の参加者数は増加傾向にありますが、

今後一層の参加者の増加に向けた取り組みが必要です。 

・子育て支援ニーズ調査結果では、就労している母親の割合が第１期計画策定時と比べて増加

しています。また、就労していない母親の就労希望についても、「すぐにでも、もしくは１

年以内に就労したい」人の割合が、第１期計画策定時と比べ増加しており、就労希望の高ま

りがうかがえます。今後は、広報等を通じて、子育てにやさしい企業の拡大と、市民への

情報提供を進めることが必要です。また、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、事

業者や就労者の両者に対する情報提供と啓発を進めることが課題です。 

・雇用情勢の改善に伴い、就労に関する相談者数は減少傾向にありますが、今後も相談事業

の周知と人材応募企業の確保が課題です。 

 

 

【施策の方向性】 

○ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、仕事と子育てが両立できるような働き方の見直

しに向けた意識啓発や企業の取り組みに対する啓発を行います。また、男性の育児参加を

促すための支援を行うとともに、関係機関や企業等との連携を通じて、出産や育児により

退職した女性の再就職の支援や若者の就職支援を推進します。 
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【施策の展開】 

（１）多様な働き方の見直しに係る啓発 

・事業主や勤労者、市民に対して、セミナー、フォーラム等の開催による働き方についての

啓発活動に努めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

講座等の開催 

 「女は家庭、男は仕事」といった固定的役割分

担意識に縛られることなく、男女が共に性別にと

らわれない対等なパートナーとして男女共同参画

意識の向上を目的とした講座の開催等を行いま

す。 

人権・男女共同

参画推進課 

 

（２）男性の育児参加の促進 

・男性の子育て等への関わりを促進するサロン活動や各種教室事業に取り組みます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

父親サロン 

 子育てサロンにおいて、日ごろ子どもと接する

時間の少ない父親のために、育児に関する相談や

各種子育て情報を提供します。 

子育て支援課 

児童館の親子教室 
 幼児と父親を対象に遊びや工作などの教室を

開催します。 
青少年課 

母親学級・両親学級 

（再掲１-1-（２）） 

 妊婦とその夫を対象として、栄養・歯科保健・

新生児の保育・沐浴などの講習及び実習を行いま

す。 

市民健康課 

 

（３）子育てを応援する企業の啓発 

・子育てを応援する企業に関する情報提供や啓発活動を行います。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

パパ・ママ応援ショップ

子育て家庭優待事業の普

及・啓発 

 18 歳に達して最初の３月 31 日を迎えるまでの

お子さんや妊娠中の方のいる家庭の方が、協賛店で

優待カード等を提示することで、様々な特典が得ら

れる「パパ・ママ応援ショップ（子育て優待事業）」

について、事業の普及・啓発を図ります。 

子育て支援課 
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（４）就労支援と再就職のための支援 

・出産や育児により退職した女性の再就職の支援や若者の就職支援のため、産業雇用支援セ

ンターの活用やハローワークとの連携による情報提供や相談事業を実施します。 

・知識や技能習得のための講習会・講座の開催等、就職に向けた学習機会の提供を行います。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

再就職を支援するための

講座の開催 

 出産等を機に退職し、再就職を希望する女性を対

象に再就職を支援するための講座を開催します。 

人権・男女共同

参画推進課 

若年者等就職支援事業 

 就職を希望する若年者、女性、中高年を対象に、

キャリアコンサルタントを配置し、就職に向けた、

きめこまやかで総合的なカウンセリングを行い、就

職支援を図ります。 

産業支援課 

相談事業の充実 

 パートタイマー、内職等の求職者に対する就職相

談、職業紹介、情報提供等相談業務の充実を図りま

す。 

産業支援課 
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２ 安全で生活しやすい環境づくり 

【現状と課題】 

・歩行者が巻き込まれる交通事故の防止に向けて、危険個所の把握と、適切な交通安全施設

の設置を計画的に進めるとともに、交通指導員の確保と指導のスキルアップを図るなどの

交通安全対策が課題です。 

・地域社会のつながりが薄れ、子どもが犯罪に巻き込まれる事件も多発している中で、学校

や地域の実情等に応じた学校の安全管理体制の整備や防犯教育の充実、子どもの安全を地

域全体で見守る体制の整備等が必要となっています。子育て支援ニーズ調査結果では、特

に必要な子育て支援施策について「子どもの安全を守る防犯対策の強化」の割合が増加し

ています。実践的な登下校時の不審者被害等の防止に向けて、越谷市通学路安全プログラ

ムに則り、危険箇所の抽出と安全対策を進めるとともに、地域の防犯活動の充実に向けて、

自主防犯活動団体の育成が必要です。また、児童・生徒の危険察知能力の向上に向けた、

指導者のスキルアップも求められています。 

・子育て支援ニーズ調査結果では、子どもと一緒に外出する際に困ることでは、「トイレが親

子で利用するよう整備されていない」や「子ども連れに対して理解のない人がいる」の割

合が高くなっています。誰もが安心して外出できる環境づくりに向けて、計画的にバリア

フリー・ユニバーサルデザインに基づくハード・ソフト両面の更新を進めていくことが課

題です。 

・子育て支援住宅の戸数は着実に増加していますが、ニーズを踏まえ、今後も子育て支援住

宅の確保に努める必要があります。 

 

 

【施策の方向性】 

○交通事故の防止に向けて、安全性の高い道路や歩道整備と交通安全教育を進めます。また、

子育て中の人が利用しやすいバリアフリー等のユニバーサルデザインの考え方を取り入れ

た公共施設等の整備や、子育て家庭が暮らしやすい住環境の整備を進めます。また、子ど

もが犯罪等の被害に遭わないよう安全教育を推進するとともに、通学路の巡回など、地域

ぐるみで安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます。 
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【施策の展開】 

（１）安全な道路交通環境の整備 

・子どもや子ども連れの親等が安全に、安心して通行することができるよう、歩道の整備等、

生活道路における道路環境の整備を進めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

交通安全対策事業 

 交通事故の未然防止や歩行者・自転車利用者等

の安全確保を図るため、危険箇所や交通事故発生

箇所などに交通安全施設（道路反射鏡・道路照明

灯・道路標識など）の設置や緊急かつ応急的に対

策が必要な箇所の整備（区画線・すべり止めなど）

などを行います。 

 通学路の安全対策等に関する各学校の要望につ

いては、教育委員会と連携を図ります。 

道路総務課 

道路新設改良事業  新設道路及び既設道路の歩道整備を行います。 道路建設課 

市街地開発事業 
土地区画整理事業による新規道路の歩道整備を

行います。 
市街地整備課 

 

（２）安全教育の推進 

・子どもを交通事故や犯罪から守るために、子どもや子育て中の親を対象とした交通安全教

育・防犯教育を推進します。 

・子ども自身が犯罪から身を守るための知識や技能を習得する学習機会の提供を行います。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

学校安全教育の推進 

 事故や不審者から児童生徒を守るための危機マ

ニュアルを作成するとともに、交通安全教室や避難

訓練、不審者への対応等の訓練を実施します。 

 また、スクールガード・リーダーを中心として学

校・家庭・地域が一体となった防犯体制の充実を図

ります。 

指導課 

交通安全指導事業 

 登校時における児童の交通安全対策として、交通

指導員による朝の交差点等での安全指導を行いま

す。 

 正しい交通ルールやマナーを子どもが身につけ

られるよう、小学校・幼稚園・保育所等において、

交通安全教室を開催するとともに、保護者が行う交

差点等での安全活動について指導を行います。 

くらし安心課 
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（３）子どもを犯罪から守る安全なまちづくり 

・子どもを犯罪等の被害から守るため、通学路・公園等の安全対策を進め、地域の防犯活動

を支援します。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

地区青少年指導活動 
各地区の青少年指導員を中心に青少年非行防止パ

トロール等を実施します。 
青少年課 

『子ども 110 番の家』 

活動への支援 

 ＰＴＡを中心に活動している「子ども 110 番の

家」事業を支援します。 
生涯学習課 

地域の防犯活動への支援 

 自主防犯活動団体による青色回転灯を装備した

車でのパトロール活動及び自治会やＰＴＡが行う

地域防犯パトロール活動などを支援します。 

また、地域の防犯活動拠点施設として開所した大

相模安全安心ステーションに防犯パトロールアド

バイザーを配置し、青パトや防犯講話を実施しま

す。 

くらし安心課 

 

（４）ユニバーサルデザインと外出支援の推進 

・子どもや子育て家庭のみならず、誰もが安心して、快適に生活できるように、公共施設の

バリアフリー化等、ユニバーサルデザインの考え方を取り入れたまちづくりを進めるとと

もに、赤ちゃんの駅の設置を推進し、乳幼児を育てる保護者の外出支援にも努めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

赤ちゃんの駅 

 乳幼児と一緒に出かけやすい環境づくりを進め

るため、外出中のオムツ交換や授乳などの時、公共

施設などに「赤ちゃんの駅」として看板を設置し、

気軽に立ち寄れる環境づくりを推進します。 

子育て支援課 

公共サインの整備 

 わかりやすいまちの構造をつくるための具体的

手段として、主に公共施設への案内誘導サインの整

備を行います。また、越谷らしさの表現や景観にも

配慮した計画を進めます。 

都市計画課 

ノンステップバス導入へ

の支援 

 路線バス利用者の利便性向上を図るため、ノンス

テップバス導入促進事業を行う路線バス事業者に

対し、補助金を交付します。 

都市計画課 

市街地開発事業 

 市街地再開発事業や土地区画整理事業を進める

にあたり、事業者に対し、バリアフリーの誘導を図

るなどユニバーサルデザインを促進します。 

市街地整備課 
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（５）良質な住宅確保のための環境整備の推進 

・子育て家庭が暮らしやすい住宅建築へのアドバイスや、広くゆとりのある住宅の確保に関

する環境整備を進めます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

良質な住宅環境のための

指導 

 子どもや子育て期の親だけでなく、高齢者や障が

い者を含めたすべての人にとって円滑に利用できる

よう建築物を促進するため、継続して指導を行いま

す。 

建築住宅課 

子育て世帯住宅の確保 

 安心して子どもを育て、子どもが健やかに成長す

ることのできる住環境を整備するべく、市営住宅の

一部に「子育て支援住宅｣を指定し、住宅に困窮する

子育て世帯への住宅の提供に努めます。 

建築住宅課 
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第 5 章 子どもの貧困対策に関する事業の展開 

基本目標５ 貧困の状況にある子どもと家庭を支える 

１ 子どもと家庭への支援 

【現状と課題】 

・近年実施した「子どもの生活実態調査」等を通じて、本市においても、生活が困難である

ことが予想される子どもや家庭の状況把握が進められています。 

・子どもの生活実態調査結果から、生活困難度の高い家庭で子どもが自宅で学習できる環境

や習慣がない割合が高く、経済的な理由から塾に通う割合も低くなっていることがうかが

えます。また、特に中学生で平日の晩、家族で過ごす時間が少なく、子ども本人がなんで

も相談できるところを求める声が高くなっています。 

・貧困の状況にある子どもにおいては、相対的に不登校などにつながりやすく、自己肯定感

や学習意欲が低くなる傾向も指摘されていることから、貧困の状況にある子どもや家庭に、

教育上の支援や生活上の支援をはじめ、様々な場面における支援が必要となっていること

がうかがえます。 

・貧困家庭における保護者の就労では、パート・アルバイトなど、非正規での就労割合が高

いことから、生活の安定に向けた就労支援の充実が課題です。 

・保護者のつながりや居場所づくりを通じて「心の貧困」をなくすことで、子どもが貧困の

連鎖を断ち切り、健全に成長していく環境をつくる取り組みが課題です。 

 

 

【施策の方向性】 

○貧困の連鎖には複合的な要因が相互に関連しているため、教育支援、生活支援、保護者に

対する就労支援、経済的支援など、幅広い視点から、総合的に貧困の状況にある子どもと

家庭への支援を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
※[主な取り組み・事業]の表中の☆は、子ども・子育て支援法において、各市町村で利用見込量と確保方策を設定するこ

とが定められている事業です。 
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【施策の展開】 

（１）教育支援の充実 

・専門職による教育相談や学習支援、就学準備における援助など、教育機会の確保に向けた

支援の充実を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆実費徴収に係る補足給

付事業 

（再掲 2-3-（2）） 

従来型幼稚園における低所得世帯等の子どもの

食材料費（副食費）に対する助成を行います。 教育総務課 

入学準備金貸付事業 

教育の機会均等を図ることを目的に、高等学

校・大学等に入学を希望する者の保護者で、入学

金等の調達が困難な方に入学準備金の貸付を行い

ます。 

教育総務課 

「子育て講座」「家庭教育

学級」の開催（家庭教育支

援） 

地域社会全体で家庭教育を支援するため、子育

て中の親を対象に埼玉県家庭教育アドバイザー等

を講師とする「子育て講座」や公民館における「家

庭教育学級」を開催し、家庭の教育力の向上に取

り組みます。 

生涯学習課 

就学援助（特別支援教育就

学奨励費負担等） 

経済的理由により就学困難と認められる児童生

徒の保護者に対し、その負担軽減を図るため、学

用品や給食費等の一部を援助します。 

学務課 

スクールカウンセラーの

配置 

いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期解

消及び教育的支援のためスクールカウンセラーを

配置し、教育相談や学習支援を行います。 

教育センター 

スクールソーシャルワー

カーの配置 

福祉的支援が必要な家庭に対しスクールソーシ

ャルワーカーを配置し、保護者や児童生徒への相

談活動及び訪問相談を実施します。 

教育センター 

子どもの学習支援事業（生

活困窮世帯等の子どもに

対する学習支援事業） 

生活困窮世帯・生活保護世帯の中学生及び高校

生等が適切な進路を選択できるよう学習支援事業

を実施します。 

生活福祉課 

進学準備給付金の支給 

生活保護受給世帯の中で、大学等に進学する方

に対して、進学の際の新生活立ち上げ費用として

給付金を支給します。 

生活福祉課 

学習支援費の支給 

生活保護世帯の小学生、中学生、高校生のクラ

ブ活動等に係る費用に対して、実費支給を行いま

す。 

生活福祉課 
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（２）生活支援の充実 

・子どもの放課後の居場所づくりや育児の相談など、生活全体をサポートするための様々な

支援の充実を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆子育て短期支援事業

（ショートステイ） 

（再掲 2-1-（３）） 

保護者が疾病その他の理由により家庭において

児童の養育が困難となった場合に、当該児童を一時

的に児童福祉施設において養育します。 

子育て支援課 

入院助産制度 

保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由に

より、入院助産を受けることができないと認められ

る妊産婦を認可助産施設へ入所措置を行います。 

子育て支援課 

母子生活支援 

配偶者のいない女子またはこれに準じる事情が

ある女子であって、監護すべき子どもの福祉に欠け

るところが認められるとき、施設へ入所措置を行い

ます。 

子育て支援課 

☆学童保育室の整備 

（放課後児童健全育成 

事業） 

 （再掲 3-1-（１）） 

保育需要を見極めつつ保育ニーズに見合った学

童保育室の計画的な整備を行います。 
青少年課 

放課後子ども教室推進事

業 

（再掲 3-1-（１）） 

学校・地区センター・公民館等の公共施設を利用

し、放課後や週末等に安全・安心に、継続的な活動

のできる場の整備として、子どもの居場所づくりに

取り組みます。 

青少年課 

☆妊産婦・新生児訪問 

（乳児家庭全戸訪問） 

（再掲 1-1-（２）） 

助産師または市の保健師が、妊婦さんや赤ちゃん

とお母さんを訪問し、育児などの相談を実施しま

す。 

市民健康課 

生活困窮者自立相談支援

事業 

失業等による経済的な問題、家庭や健康上の問題

などを抱えている者からの相談を受け、自立に向け

た継続的な支援を行います。 

生活福祉課 

家計改善支援事業 

経済的な問題を抱える方からの相談に応じ、家計

の視点から必要な情報提供や専門的な助言・指導等

を行い、早期の生活再生に向けた支援を行います。 

生活福祉課 

住居確保給付金の支給 

離職により住居を失った方や、住居を失うおそれ

がある方に、安定した求職活動ができるように、期

限付きで家賃相当額を支給します。 

生活福祉課 
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（３）保護者に対する就労支援の充実 

・保護者が自立的で安定した生活基盤を確保できるよう、保護者に対する就労支援の充実を

図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

高等学校卒業程度認定試

験合格支援事業 

（再掲 2-3-（４）） 

ひとり親家庭の親の学び直しを支援することで、

より良い条件での就職や転職に向けた可能性を広

げ、正規雇用を中心とした就業につなげていくた

め、ひとり親家庭の親が高卒認定試験合格のための

講座（通信講座を含む）を受け、これを修了した時

及び合格したときに受講費用の一部を支給します。 

子育て支援課 

自立支援教育訓練給付金

事業 

（再掲 2-3-（４）） 

母子家庭の母又は父子家庭の父が、就労に結びつ

きやすい知識・技能を修得するため、雇用保険法に

基づく厚生労働大臣指定教育訓練講座及び実情に

応じて適当と認められる講座を受講し、修了した場

合に、受講費用の一部を支給します。 

子育て支援課 

高等職業訓練促進給付金

等事業 

（再掲 2-3-（４）） 

母子家庭の母又は父子家庭の父が、看護師や介護

福祉士等の資格取得のため 2 年以上養成機関など

で修業する場合に、課税状況により促進費（月額）

及び入学支援修了一時金を支給します。 

子育て支援課 

母子・父子自立支援プロ

グラム 

（再掲 2-3-（４）） 

児童扶養手当受給者の自立の促進を図るため、

個々の状況に応じた支援プログラムを策定すると

ともに、公共職業安定所等との緊密な連携を図り支

援を行います。 

子育て支援課 

生活保護制度に係る被保

護者就労支援事業 

生活保護受給者からの就労に関する相談に応じ、

必要な情報提供及び助言を行う。また、求人開拓を

円滑に実施できるよう、関係機関が参画する就労支

援の連携体制を構築します。 

生活福祉課 

 

（４）経済的支援の充実 

・生活保護制度や各種給付・貸付制度などを通じて、経済的困難に対する支援の充実を図り

ます。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

こども医療費の助成 

（再掲 2-3-（２）） 

中学校修了までの子どもに対して、病気やケガな

どで医療機関に支払う医療費を助成し、子育て家庭

の経済的負担の軽減を図ります。 

子育て支援課 

児童扶養手当 

（再掲 2-3-（４）） 

父母の離婚などで、父又は母と生計を同じくして

いない児童が育成される家庭（ひとり親家庭等）の

生活の安定と、自立の促進に寄与し、児童の福祉の

増進を図ることを目的に、手当を支給します。 

子育て支援課 

母子父子寡婦福祉資金貸

付金事業 

（再掲 2-3-（４）） 

母子・父子・寡婦家庭の経済的な自立を助け、生

活意欲を高めるとともに、その扶養している子の福

祉を増進するため、貸付を実施します。 

子育て支援課 
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取り組み・事業名 内  容 担当課 

ひとり親家庭等医療費支

給制度 

（再掲 2-3-（４）） 

 母子・父子家庭や、父または母に一定の障がいの

ある子ども（18 歳到来年度。一定の障がいがある

場合は 20 歳未満）を養育している家庭、父または

母と生計を同じくしていない子どもを養育してい

る家庭の方が、医療保険制度で医療を受けた場合に

支払った医療費の自己負担分の一部を支給し、経済

的支援を行います。 

子育て支援課 

幼児教育・保育の無償化 
０歳から２歳までの子どもについては、住民税非

課税世帯を対象として利用料が無償化されます。 
子ども育成課 

生活保護制度に係る高等

学校等就学費の支給 

高校生等がいる生活保護受給世帯に対して、学校

教育を受けるために必要な学用品費や教材代など

を支給します。 

生活福祉課 

生活保護制度に係る就労

自立給付金の支給 

安定した職業に就いたことにより、生活保護を必

要としなくなった方に対して、就労自立給付金を支

給します。 

生活福祉課 
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２ 地域と連携した支援の体制づくり 

【現状と課題】 

・貧困の状況にある子どもや家庭に対して、多様な機関・団体・グループ等が、分野・専門に応

じて、様々な支援を行っています。 

・子どもの生活実態調査結果から、生活困難層の世帯では、子どもにとって必要な支援として、

中２で「子ども本人がなんでも相談できるところ」を挙げる割合が高くなっています。また、

生活困難層の世帯では、子どものことで悩んでいる割合が高い傾向が見られます。一方で、

情報入手先が少なく、各種支援制度自体の認知度や利用方法を知らない保護者が多くなっ

ています。 

・放課後の居場所の確保や、バランスのとれた食事の提供、情報提供・相談支援など、多様

な分野で活躍する地域の様々な主体と、今後も一層の連携・協力を強めていくことが求め

られます。 

 

 

【施策の方向性】 

○貧困の状況にある子どもと家庭への多様な支援の充実を図るとともに、様々な場面・機会

において、情報提供と相談支援が行われるよう、地域の様々な主体との協働・連携を一層

推進します。 
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【施策の展開】 

（１）地域の主体との連携による支援の充実 

・地域の各主体が行う支援活動との連携と支援の充実を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

☆ファミリー・サポー

ト・センター事業 

（再掲 2-1-（３）） 

 ｢子育ての援助を受けたい方｣と｢子育ての援助を

行いたい方｣の地域での相互援助として組織されて

います。保護者の仕事や病気などを理由とした、保

育所・幼稚園の送迎及び帰宅後の預かりなど行いま

す。 

子育て支援課 

子育て支援のネットワ

ーク 

（再掲 2-2-（２）） 

 子育て中の保護者などで組織するサークル・団体

のネットワーク化を図ります。 子育て支援課 

子育てサークル等への

活動支援 

（再掲 2-2-（２）） 

 児童館や地域子育て支援センターにおいて、子育

て関係団体の活動する機会や場所の提供を行い、連

携・協力の促進を図ります。 

子育て支援課 

子ども育成課 

青少年課 

放課後子ども教室推進

事業 

（再掲 3-1-（１）） 

学校・地区センター・公民館等の公共施設を利用

し、放課後や週末等に安全・安心に、継続的な活動

のできる場の整備として、子どもの居場所づくりに

取り組みます。 

青少年課 

学校応援団の推進 

（再掲 3-3-（１）） 

 学校応援団の活動を通じて、学校における学習活

動・安全確保・環境整備などのボランティアとして、

地域の参加・協力を積極的に進め、学校・家庭・地

域が一体となって子どもの育成を図ります。 

指導課 

 

（２）様々な課題に対応する情報提供・相談体制の充実 

・地域の主体と連携し、様々な課題に対する情報提供と相談体制の充実を図ります。 

【主な取り組み・事業】 

取り組み・事業名 内  容 担当課 

子育て応援サイト「こし

がや子育てクワイエ」の

運営 

（再掲 2-2-（１）） 

 市民ボランティア、サークル等の民間団体が、

おでかけや仲間作り等身近な子育て情報を発信し

ます。 
子育て支援課 

子育てサロン事業 

（再掲 2-2-（２）） 

 子育て中の保護者が気軽に集えるよう交流の場

を設けるとともに、子育てサークルによる講座等

を開催します。 

 子育ての悩みや不安をもつ保護者に対して、相

談員や保育士等が相談を受け、助言・指導を行い

ます。また、各子育て機関やサークル等の子育て

に関する情報の提供を行います。 

子育て支援課 

民生委員・児童委員活動

（再掲 2-2-（１）） 

 地域の身近な相談役として、子育てに関するさ

まざまな相談を受け、同時に情報提供等を行いま

す。また、子育て家庭の孤立化を防ぎ、悩みを抱

えた親への支援が早期に対応できるよう関係機関

へ紹介を行います。 

福祉推進課 
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第 6 章 子ども・子育て支援事業の展開 

１ 教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画の策定にあたり、教育・保育、

地域子ども・子育て支援事業を提供する「教育・保育提供区域」を定め、当該区域ごとに「量

の見込み」や「確保方策」を定めることとしています。 

本市においては、児童人口の推計や市の保育・教育の現状分析等をもとに、国による区域

設定の諸条件等を勘案し、また、教育・保育施設の中でもとりわけ保育施設については、利

用者の住んでいる場所よりも職場への通勤経路上にある施設の利用希望が多いなど、様々な

ニーズがあります。このようなニーズに対し、より柔軟に対応するため、市全域を１区域に

設定します。 

 

 



 

78 

２ 量の見込みと確保の内容の設定 

 

国の方針では、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況及び潜在的な利用希望を把握し

た上で、第１期計画に引き続き、５年間の教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業

の量の見込みを定めるとともに、その提供体制についての確保の内容及びその実施時期等を

盛り込むこととされています。 

本市においても、平成 30 年度に実施した「越谷市子育て支援に係るアンケート調査」を

もとに、事業の利用実績や現在の供給体制、今後の動向などを踏まえ、量の見込みを設定し、

今後５年間の施設整備、事業の方向性などを踏まえ、確保の内容を設定しています。 

 

◇子育て支援の「給付」と事業の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・子育て支援給付 

 

施設型給付 

○認定こども園 

○幼稚園 

○保育所（園） 
 

地域型保育給付 

○小規模保育事業 

（定員は６人以上 19 人以下） 

○家庭的保育事業 

（定員５人以下、保育者の居宅等において保

育を行う） 

○居宅訪問型保育事業 

（子どもの居宅において保育を行う） 

○事業所内保育事業 

（事業所内の施設等において保育を行う） 

 

子育てのための施設等利用給付 

○従来型幼稚園、認可外保育施設、 

預かり保育事業等 
 

児童手当 

 

地域子ども・子育て支援事業 

 

○ 利用者支援事業 

○ 延長保育事業 

○ 放課後児童クラブ 

○ 子育て短期支援事業 

○ 乳児家庭全戸訪問事業 

○ 養育支援訪問事業 

○ 地域子育て支援拠点事業 

○ 一時預かり事業 

○ 病児・病後児保育事業 

○ ファミリー・サポート・センター事業 

○ 妊婦健康診査 

○ 実費徴収に係る補足給付事業 

○ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 
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３ 教育・保育の見込み量及び確保方策等 

（１）前提となる事項 

市内に居住する０～５歳の子どもについて、現在の保育所（園）、幼稚園、認定こども園の

利用状況にアンケート調査等から把握した利用希望を加味し、令和２年度から令和６年度ま

での幼児期の学校教育・保育の「量の見込み」を設定します。 

また、設定した「量の見込み」に対応するよう、「確保方策（教育・保育施設及び地域型保

育事業による確保の内容及び実施時期）」を設定し、必要な教育・保育施設及び地域型保育事

業を整備します。 

確保方策の設定にあたっては、待機児童解消を前提とします。 

◇認定区分と提供施設 

認定区分 
保育の 

必要性 
対象施設・事業 

認定に要する

保育必要量 

１号 
満３歳以上 

なし 幼稚園、認定こども園 教育標準時間 

２号 
あり 

保育所（園）、認定こども園 保育短時間 

保育標準時間 ３号 満３歳未満 保育所（園）、認定こども園、地域型保育事業 

新１号 満３歳以上 なし 幼稚園、特別支援学校幼稚部 

不要 新２号 ３～５歳児 
あり 

認定こども園、幼稚園、認可外保育施設、預かり

保育事業、一時預かり事業、病児保育事業、ファ

ミリー・サポート・センター事業 新３号 ０～２歳児 

 

 

（２）保育に係る施設、事業所 

保護者が働いているなどの理由により、日中の保育が必要な子どもを預かり、保育（養護

と教育）を行います。 

 

【保育提供施設及び事業】 

・保育所（園） 

・認定こども園（保育部分） 

・地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保

育事業） 

 

【保育提供対象者】 

・２号認定の子ども（満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども） 

・３号認定の子ども（満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども） 

※地域型保育事業は原則３号認定のみ 
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（３）幼児期の学校教育に係る施設 

満３歳から小学校就学前までの子どもを預かり、教育を提供します。１日４時間を標準に

預かります。 

 

【教育提供施設】 

・幼稚園 

・認定こども園（教育部分） 

 

【教育提供対象者】 

・満３歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の就学前子ども 

※２号認定を受けた子どもでも、幼稚園の利用希望が強い場合は１号認定へ変更可 

 

（４）子どものための教育・保育給付に係る教育・保育の一体的提供及び推進体制の

確保の内容 

質の高い幼児期の教育・保育、地域の子育て支援の役割及び推進方策、幼保小連携の取り

組みの推進、０～２歳に係る取り組みと３～５歳に係る取り組みの連携に関すること等につ

いては、第４章の関連する施策・事業において示した内容を推進します。 

 

 

（５）子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保の内容 

令和元年（2019 年）１０月１日から幼児教育・保育の無償化が実施されたことにともな

い、「子育てのための施設等利用給付」制度が創設されました。 

この制度は、従来型幼稚園、認可外保育施設、預かり保育事業等の利用にあたり、市町村

の確認を受けた施設を、市町村の認定（新１号、新２号または新３号認定）を受けた子ども

が利用した場合、費用の一定額（上限あり）について給付を受けられる制度です。 

本市では、この制度が円滑に実施されるよう、施設・事業者への周知や保護者に対する情

報提供などに努めます。 

 

 



 

81 

【第１期計画の量の見込み及び実績】                  （単位：人）  

量の見込み／確保方策 

平成 27 年度 

1 号 2 号 3 号  

3～5歳 3～5歳 0～2歳 0 歳 1・2歳 

①量の見込み 6,136 2,392 2,035 486 1,551 

②確保方策 

教育・保育施設 7,425 2,599 1,446 250 1,196 

地域型保育事業   396 93 303 

計 7,425 2,559 1,842 343 1,499 

■利用実績 6,107 2,431 1,858 315 1,543 

■提供体制実績 

教育・保育施設 7,270 2,740    

地域型保育事業      

計 7,270 2,740 1,883 362 1,521 

【参考】待機児童数 － 4 24 2 22 

量の見込み／確保方策 平成 28 年度 

①量の見込み 6,084 2,460 2,031 517 1,514 

②確保方策 

教育・保育施設 7,425 2,663 1,482 256 1,226 

地域型保育事業   567 261 306 

計 7,425 2,663 2,049 517 1,532 

■利用実績 5,951 2,637 2,004 311 1,693 

■提供体制実績 

教育・保育施設 7,330 2,820    

地域型保育事業      

計 7,330 2,820 2,082 399 1,683 

【参考】待機児童数 － 5 33 1 32 

量の見込み／確保方策 平成 29 年度 

①量の見込み 5,799 2,757 2,261 392 1,869 

②確保方策 

教育・保育施設 7,315 2,897 1,535 273 1,262 

地域型保育事業   588 133 455 

計 7,315 2,897 2,123 406 1,717 

■利用実績 5,731 2,752 2,223 383 1,840 

■提供体制実績 

教育・保育施設 7,315 2,897    

地域型保育事業      

計 7,315 2,897 2,187 423 1,764 

【参考】待機児童数 － 5 38 9 29 
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量の見込み／確保方策 平成 30 年度 

①量の見込み 5,731 2,990 2,443 435 2,008 

②確保方策 

教育・保育施設 7,155 3,121 1,613 291 1,322 

地域型保育事業   645 151 494 

計 7,155 3,121 2,258 442 1,816 

■利用実績 5,606 2,922 2,390 415 1,975 

■提供体制実績 

教育・保育施設 6,800 3,506 1,625 285 1,340 

地域型保育事業   824 186 638 

計 6,800 3,506 2,449 471 1,978 

【参考】待機児童数 - 2 43 4 39 
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【提供量の見込み及び確保方策】（基準日：各年４月１日）         （単位：人）  

量の見込み／確保方策 

令和２年度 

1 号 2 号 3 号  

3～5歳 3～5歳 0～2歳 0 歳 1・2歳 

①量の見込み 5,500 3,222 2,950 453 2,497 

②確保方策 

教育・保育施設 7,165 3,170 1,648 298 1,350 

地域型保育事業   1,109 222 887 

こしがや「プラス

保育」幼稚園事業 
 455    

計 7,165 3,625 2,757 520 2,237 

②－① 1,665 403 -193 67 -260 

量の見込み／確保方策 令和３年度 

①量の見込み 5,326 3,357 2,983 461 2,522 

②確保方策 

教育・保育施設 7,165 3,170 1,731 298 1,433 

地域型保育事業   1,334 243 1,091 

こしがや「プラス

保育」幼稚園事業 
 630    

計 7,165 3,800 3,065 541 2,524 

②－① 1,839 433 82 80 2 

量の見込み／確保方策 令和４年度 

①量の見込み 5,130 3,464 3,018 488 2,530 

②確保方策 

教育・保育施設 7,165 3,170 1,731 298 1,433 

地域型保育事業   1,334 243 1,091 

こしがや「プラス

保育」幼稚園事業 
 630    

計 7,165 3,800 3,065 541 2,524 

②－① 2,035 336 47 53 -6 

量の見込み／確保方策 令和５年度 

①量の見込み 4,945 3,582 3,043 513 2,530 

②確保方策 

教育・保育施設 7,165 3,170 1,731 298 1,433 

地域型保育事業   1,334 243 1,091 

こしがや「プラス

保育」幼稚園事業 
 630    

計 7,165 3,800 3,065 541 2,524 

②－① 2,220 218 22 28 -6 

量の見込み／確保方策 令和６年度 

①量の見込み 4,773 3,696 3,076 541 2,535 

②確保方策 

教育・保育施設 7,165 3,170 1,731 298 1,433 

地域型保育事業   1,334 243 1,091 

こしがや「プラス

保育」幼稚園事業 
 630    

計 7,165 3,800 3,065 541 2,524 

②－① 2,392 104 -11 0 -11 



 

84 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１号認定については、既存の確保方策（定員数）が量の見込みを上回っています。 

２号認定については、保育所（園）や認定こども園など、既存の施設を活用するととも

に、「こしがや「プラス保育」幼稚園事業」の実施施設を増やすことで、増加する保育ニ

ーズに対応します。 

３号認定については、地域型保育事業所の整備を進めることにより、増加する保育ニー

ズに対応するとともに、待機児童の解消に努めます。 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の見込み及び確保方策等 

 

現在の利用状況にアンケート調査等から把握した利用希望を加味し、令和２年度から令和

６年度までの地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」を設定します。 

また、設定した「量の見込み」に対応するよう、「確保方策」を設定し、実施時期や提供体

制の確保策を定めます。 

  

（１）利用者支援事業 

【提供対象者】 

就学前児童及び小学生とその保護者並びに妊産婦 

 

【事業内容】 

保育所（園）、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業所での教育・保育や一時預かり事業

等の地域子ども・子育て支援事業の中から、子どもや保護者が適切にサービスを選択し、利

用することができるよう、情報の集約や提供等による円滑な利用支援を行います。 

また、妊娠期から子育て期にわたり、妊娠届出等の機会に得た情報を基に、妊娠・出産・

子育てに関する相談に応じ、必要に応じて個別に支援プランを策定し、切れ目のない支援を

行います。 

なお、利用者からの相談に応じて関係機関との連絡調整を行います。 

 

【本市の取り組みと実績】 

子ども育成課及び子育て世代包括支援センター（市役所・保健センター）の窓口で実施し

ています。 

平成 30 年度に２か所目を開設し、計画通り確保できています。 

 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み（か所） 1 1 1 2 2 

実績 1 1 1 2 － 

確保方策（か所） 1 1 1 2 2 

提供体制実績 1 1 1 2 － 
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【提供量の見込み及び確保方策】 

基本型・特定型 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（か所） 1 1 1 1 1 

確保方策（か所） 1 1 1 1 1 

母子保健型 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（か所） 2 2 2 2 2 

確保方策（か所） 2 2 2 2 2 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

基本型・特定型については、多様化する教育・保育事業等の情報提供及び必要に応じた

相談・助言が適切に行えるよう努めます。 

母子保健型については、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を提供で

きるよう努めます。 
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（２）延長保育事業（時間外保育事業） 

【提供対象者】 

保育所（園）等を利用している就学前児童とその保護者 

 

【事業内容】 

就労時間の延長等により通常の保育時間を超える保育が必要な場合、保育所（園）等での

保育時間を延長して乳幼児の預かりを行います。 

 

【本市の取り組みと実績】 

公立保育所 18 か所、民間保育所 27 か所、地域型保育事業所 42 か所で実施しています。 

実績を大きく上回る提供体制を確保できています。 

 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み（実人／年） 1,700 1,660 2,382 2,559 2,720 

実績 2,010 2,301 2,610 2,510 － 

確保方策（実人／年） 1,948 1,948 5,008 5,367 5,801 

提供体制実績 4,552 4,846 5,108 5,416 － 

 

【提供量の見込み及び確保方策】 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（実人／年） 2,667 2,818 2,975 3,130 3,289 

確保方策（実人／年） 5,416 5,416 5,416 5,416 5,416 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所（園）において、保護者の延長保育のニーズに対応するとともに、今後も新設の

保育所（園）等については、延長保育の実施を条件にするなどして延長保育事業の推進に

努めます。 
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（３）放課後児童クラブ（学童保育室） 

【提供対象者】 

小学生（小学１～６年生） 

 

【事業内容】 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校児童を対象に、放課後に適切な遊びや生活

の場を与え、児童の健全育成を図ります。 

 

【本市の取り組みと実績】 

公立学童保育所 48 か所で実施しています。 

年々利用者が増加しており、平成 30 年度で待機児童が低学年で 71 人、高学年で 173 人

となっています。 

 

区分 
量の見込み／確保方策 

（単位） 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

低学年 

（小学１～３年生） 

量の見込み（実人／年） 1,998 2,006 1,993 2,479 2,479 

実績（入室希望） 2,393 2,418 2,430 2,577 － 

確保方策（実人／年） 1,868 1,908 1,947 2,533 2,553 

提供体制実績 2,298 2,349 2,384 2,506 － 

高学年 

（小学４～６年生） 

量の見込み（実人／年） 500 489 491 546 547 

実績（入室希望） 353 504 540 507 － 

確保方策（実人／年） 467 477 488 391 421 

提供体制実績 237 316 373 334 － 

 

【提供量の見込み及び確保方策】 

量の見込み／ 

確保方策（単位） 
学年 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 

（実人／年） 

１年生 1,025 1,062 1,083 1,118 1,136 

２年生 857 888 905 934 949 

３年生 715 741 755 780 792 

４年生 402 399 397 391 395 

５年生 90 90 89 88 89 

６年生 15 14 14 14 14 

合計 3,104 3,194 3,243 3,325 3,375 

確保方策（実人／年） 3,050 3,125 3,200 3,275 3,350 

 

【確保方策の内容】 

 

 
市内の各小学校区においてニーズを満たすことができるよう、保育需要を見極めつつ定

員に見合った学童保育室の計画的な整備を行います。 
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（４）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

【提供対象者】 

０～２歳児 

 

【事業内容】 

保護者が、疾病その他身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が困難となった場

合等に児童養護施設等の保護を適切に行うことができる施設において養育・保護を行う事業

です。 

 

【本市の取り組みと実績】 

乳児院 2 か所（市外）で受け入れ体制を整備しています。 

事前の相談の中で、児童福祉法の措置入所となる場合や他のサービスの利用となる場合も

あり、平成 27 年度以降、利用実績はありません。 

 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み（延人／年） 11 11 11 11 11 

実績 0 0 0 0 － 

確保方策（延人／年） 50 50 50 50 50 

 

【提供量の見込み及び確保方策】 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（延人／年） 11 11 11 11 11 

確保方策（延人／年） 50 50 50 50 50 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

本市における供給量は充足していると考えられますが、利用者のニーズに対して支援が

的確にできるように努めます。 
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（５）乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

【提供対象者】 

生後４か月までの乳児がいる家庭 

 

【事業内容】 

生後４か月までの乳児がいる家庭に、保健師や助産師が訪問し、乳児や母親の身体や育児

に関する相談に応じたり、母子保健サービスの情報提供等を行います。 

 

【本市の取り組みと実績】 

市民健康課（保健センター）において対応しています。 

訪問を断られるケース等もあり、100％は困難ですが、見守りが必要と判断した場合は、

養育支援訪問等の実施により継続して見守りを行っています。また、里帰り出産をされた方

は里帰り先の自治体で訪問が受けられるよう対応しています。 

 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み（実人／年） 2,520 2,520 2,520 2,520 2,520 

実績 2,672 2,434 2,388 2,266 － 

確保方策 市保健師及び委託助産師による訪問 

 

【提供量の見込み及び確保方策】 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（実人／年） 2,669 2,665 2,667 2,677 2,681 

確保方策 市保健師及び委託助産師による訪問 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

市保健師及び委託助産師による訪問を実施するとともに、訪問の結果、支援が必要な家

庭には、関係機関と連携し養育支援訪問事業につなげるなど継続的な支援に努めます。 
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（６）養育支援訪問事業 

【提供対象者】 

養育支援が必要な家庭 

 

【事業内容】 

子どもの発育や発達及び子育てについて不安や孤立感等を抱えている家庭等、養育支援が

必要な家庭に保健師が訪問し、保護者が適切な育児ができるよう支援を行います。 

 

【本市の取り組みと実績】 

市民健康課（保健センター）において対応しています。 

訪問実績が量の見込みを上回って推移しており、平成 30 年度の実績は 643 人となってい

ます。 

 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み（実人／年） 600 600 600 600 600 

実績 623 639 552 643 － 

確保方策 市保健師による訪問 

 

【提供量の見込み及び確保方策】 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（実人／年） 645 649 653 656 663 

確保方策 市保健師による訪問 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

市保健師による訪問を実施するとともに、関係機関との連携を強化し、支援内容の充実

を図ります。 
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（７）地域子育て支援拠点事業 

【提供対象者】 

就学前児童とその保護者 

 

【事業内容】 

地域子育て支援センター及び子育てサロンにおいて、親子の居場所確保や子育ての支援を

行うため、交流の場の提供、子育てに関する相談や援助、情報提供、講習等を行います。 

 

【本市の取り組みと実績】 

保育所（園）や認定こども園に併設されている地域子育て支援センター14 か所と子育て

サロン 5 か所で実施しています。 

平成 30 年度の利用状況は、子育てサロン（「子育て相談」、「子育て講座」、「子育てひろば」

の参加者数）が延べ 60,052 人、地域子育て支援センター（「子育て講座」の参加者数）は

延べ 30,286 人となっています。利用実績が量の見込みを上回って推移しているものの、十

分な提供体制は確保できている状況です。 

 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み（延人／年） 74,728 74,728 74,728 74,728 74,728 

実績 83,810 93,029 80,600 90,338 － 

確保方策 

（か所） 

子育てサロン 6 6 6 6 6 

地域子育て支援

センター 
14 14 14 14 14 

 

【提供量の見込み及び確保方策】 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（延人／年） 91,167 91,167 91,167 91,167 91,167 

確保方策 

（か所） 

子育てサロン 5 5 5 5 5 

地域子育て支援

センター 
14 14 14 14 14 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

市内 14 か所の地域子育て支援センター及び 5 か所の子育てサロンにおいて、地域の子

育て支援の拠点として相談・支援を行えるよう体制強化を図ります。地域子育て支援拠点

がない地域については、隣接する地域での対応を図ります。 
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（８）一時預かり事業 

【提供対象者】 

就学前児童とその保護者 

 

【事業内容】 

家庭において一時的に保育を受けることが困難となった乳幼児を、主として昼間において、

保育ステーション、地域子育て支援センター、幼稚園、認定こども園等において、一時的な

預かりを行います。 

 

【本市の取り組みと実績】 

幼稚園型（在園児）については、幼稚園及び認定こども園で実施し、こしがや「プラス保

育」幼稚園事業の実施により長時間預かりに対応しています。 

幼稚園型以外（在園児除く）については、地域子育て支援センター及び保育ステーション、

ファミリー・サポート・センター事業において実施しています。 

幼稚園在園児を対象とした一時預かりの利用実績が増加しており、平成 30 年度で延べ

14,028 人となっています。また、幼稚園型以外（在園児除く）の利用実績についても増加

しており、平成 30 年度で保育ステーションが延べ 9,003 人、地域子育て支援センターが延

べ 7,158 人、ファミリー・サポート・センター事業（未就学児分）が延べ 1,819 人となっ

ています。 

 

一時預かり（在園児） 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み 

（延人／年） 

1 号認定による利用 1,600 1,603 1,537 1,823 2,065 

2 号認定による利用 1,200 1,202 1,254 1,361 1,445 

実績 9,792 5,466 8,299 14,028 － 

確保方策（延人／年） 2,800 2,800 6,000 8,000 10,000 

一時預かり（在園児除く） 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み（延人／年） 16,000 15,619 15,240 18,335 18,248 

実績 17,314 16,081 16,695 17,980 － 

確保方策（延人／年） 16,080 15,613 15,250 18,340 18,250 
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【提供量の見込み及び確保方策】 

一時預かり（幼稚園型） 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（延人／年） 103,549 133,888 135,119 136,347 137,586 

確保方策（延人／年） 125,549 162,933 164,271 165,596 166,938 

【参考】こしがや「プラス保育」

幼稚園事業[見込み量]（人） 
455 600 600 600 600 

【参考】こしがや「プラス保育」

幼稚園事業[定員]（人） 
504 630 630 630 630 

一時預かり（幼稚園型以外） 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（延人／年） 17,705 17,429 17,154 16,879 16,603 

確保方策（延人／年） 37,450 37,450 37,450 37,450 37,450 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

ニーズの見込みに対しては既存施設での対応を図るとともに、地域の実情に応じて既存

施設での定員拡大や新たな施設での実施に取り組みます。 



 

95 

（９）病児・病後児保育事業 

【提供対象者】 

病気のある児童 

回復期であるが、集団保育が困難と認められる児童 

 

【事業内容】 

児童が急な発熱等の急な病気となった場合、病院や保育所（園）等に付設された専用スペ

ースにおいて看護師等が一時的に保育を行い、また、保育中に体調不良となった児童を保育

所（園）の医務室等において看護師等が緊急的な対応等を行います。 

 

【本市の取り組みと実績】 

みずべこどもの家保育園内にある病児保育室１か所及び緊急サポートセンター埼玉で実施

している「緊急サポート事業」で対応しています。 

利用実績が増加しているものの、十分な提供体制が確保できています。 

 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み（延人／年） 700 689 760 790 810 

実績 185 137 384 366 － 

確保方策 

（延人／年） 

病児保育 610 597 741 735 732 

ファミサポ 

（病児対応型） 
110 108 106 105 103 

 

【提供量の見込み及び確保方策】 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（延人／年） 424 481 538 595 653 

確保方策 

（延人／年） 

病児保育 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 

ファミサポ 

（病児対応型） 
104 104 104 104 104 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童の病気等の急変等による緊急対応に備えるため、医療機関に併設する保育施設又は

ファミリー・サポート・センター（病児対応型）において実施します。 

また、市民が利用しやすい方法について検討します。 
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（10）ファミリー・サポート・センター事業 

【提供対象者】 

子育て家庭 

 

【事業内容】 

児童の送迎や預かり等の援助を受けることを希望する保護者（利用会員）と、援助を行う

ことを希望する市民（提供会員）との、「困ったときはお互い様」の気持ちによる相互援助活

動の連絡・調整を行います。 

 

【本市の取り組みと実績】 

越谷市社会福祉協議会内に設置されているこしがやファミリー・サポート・センターが窓

口をしています。 

利用実績が量の見込みを上回って推移しており、平成 30 年度は延べ 2,467 人となってい

ます。 

 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み（延人／年） 1,850 1,835 1,839 1,850 1,854 

実績 2,835 2,557 2,211 2,467 － 

確保方策（延人／年） 1,850 1,835 1,839 1,850 1,854 

 

【提供量の見込み及び確保方策】 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（延人／年） 2,504 2,508 2,495 2,484 2,487 

確保方策（延人／年） 2,504 2,508 2,495 2,484 2,487 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

量の見込みに対応したサービスの提供を図るため、援助する会員の確保に努めるととも

に、援助会員と両方会員の会員の増加を図ります。 
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（11）妊婦健康診査 

【提供対象者】 

妊婦 

 

【事業内容】 

妊婦に対して、母子健康手帳交付時に妊婦健康診査助成券等を交付します。 

 

【本市の取り組みと実績】 

母子健康手帳交付時に妊婦健康診査助成券等を交付し、医療機関などにおいて妊婦健康診

査を実施しています。 

利用実績が量の見込みを上回って推移しており、平成30年度は2,907人となっています。 

 

量の見込み／確保方策（単位） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

量の見込み（実人／年） 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 

実績 3,293 3,138 3,098 2,907 － 

確保方策 全国の産科医療機関、助産院において実施 

 

【提供量の見込み及び確保方策】 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（実人／年） 2,875 2,870 2,873 2,883 2,888 

確保方策 全国の産科医療機関、助産院において実施 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

県内の医療機関は委託契約、県外の医療機関は委託契約又は償還払いによる公費負担を

行い、経済的負担の軽減に努めます。産科医療機関等と連携し、適正な受診に努めます。 
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（12）実費徴収に係る補足給付事業 

【提供対象者】 

年収 360 万円未満相当世帯の子ども 

所得階層に関わらず、第３子以降の子ども 

 

【事業内容】 

各施設事業者において実費徴収を行うことができるとされている食事の提供に要する費用

及び日用品、文房具等の購入に要する費用等について、低所得世帯を対象に費用の一部を補

助する事業です。 

 

【本市の取り組み】 

従来型幼稚園に通う低所得世帯等の子どもの食材料費（副食費）に対する助成を行います。 

 

【提供量の見込み及び確保方策】 

量の見込み／確保方策（単位） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（延人／年） 725 702 687 672 659 

確保方策（延人／年） 725 702 687 672 659 

 

【確保方策の内容】 

 

 

 

 

 

 

量の見込みに対応した副食費の補助に努めます。 
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（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

【提供対象者】 

新規施設事業者等 

 

【事業内容】 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業の量的拡大

を進める上で、多様な事業者の新規参入を支援するなどにより、良質かつ適切な教育・保育

等の提供体制の確保を図る事業です。 

 

【本市の取り組み】 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業の量的拡大

を進めるため、公募による多様な事業者の新規参入を支援しています。 

また、認可施設へ移行した事業者への巡回支援を実施しています。 

 

【確保方策の内容】 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業の量的拡大

を進めるため、多様な事業者の新規参入を支援します。 
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第 7 章 計画の推進 

１ 計画の推進体制 

本計画の推進は、行政だけでなく、様々な分野での関わりが必要であり、家庭をはじめ、

保育所（園）、認定こども園、幼稚園、地域型保育事業所、学校、地域、その他関係機関・団

体等との連携・協働により取り組んでいきます。 

 

２ 計画の進行管理 

計画の実現のためには、計画に即した事業がスムーズに実施されるように管理するととも

に、計画の進捗状況について把握し、年度ごとの実施状況及び成果を点検・評価し、検証し

ていく必要があります。 

このため、年度ごとに施設状況や事業の進捗状況の把握・評価を行い、その結果について

は、インターネット等を通じて公表していきます。 
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